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❶人口問題 
高槻市 地域分析 

大阪府 高槻市 

取組の背景 

 課題 
平成 27 年国勢調査の調査結果について、5 年前より人口が減少しており、どの地域が減少し、少子高齢化が進んでいる

のかを小地域別に明らかにする必要があり、大阪府主催の地域分析研究会に参加し、大阪府の助言等を受けながら分析

を行った。 

 発案者 
高槻市総務課・みらい創生室 

取組の内容 

概要 

 
 

国勢調査等のデータを利活用し、市の課題である人口減少について、小地域別にどのよう

な課題があるのか、府内他市との比較で本市がどのような立ち位置にいるのかを可視化で

きた。（下図は「高槻市 地域分析」より） 
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利用した統計データ ・国勢調査 
・経済センサス-活動調査 
・住民基本台帳移動報告 
・住宅着工統計 
・RESAS 

体制 統計部局、政策部局でプロジェクトチームを立ち上げ、積極的に意見交換を行い分析を行っ

た。 

経費 研究会参加への交通費程度 

取組の効果・成果 

 取組を行うことで、担当職員の統計データを取り扱う能力のスキルアップに繋がった。 

 政策担当部局と共同で分析を進めたので、全庁的に統計データについての重要性を理解することができた。 
令和 2 年国勢調査でも同様の分析が可能なので、引き続き分析を行うことが必要と考える。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

RESAS や e-Stat 等のオープンデータを使用しているので、他の地方公共団体でも可能と考える。但し、分析に用いた Q-
GIS については、普段用いない場合が多いかと思うので、習練が必要と考える。 

今後の予定  

 令和 2 年国勢調査でも同様の分析が可能なので、引き続き分析を行うことが必要と考える。 

担当部署 

大阪府 高槻市 総務部 総務課 統計チーム 
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❶人口問題 南あわじ市高齢者等元気活躍推進事業 ～人生 100 年いつまでも貢献

できる働ける改革～ 兵庫県 南あわじ市 

取組の背景 

 課題 
本市が抱えている最大の課題は、急激な人口減少と超高齢社会の対応であり、人口減少が進む社会においても、地域社

会と経済が持続するよう対応する（人手不足の解消）必要があるが、その実態が把握できていない。 

 きっかけ 
市政（平成 29 年 2 月現市長就任）の重点施策として位置付け、庁内プロジェクトチーム（庁内 PT）を結成し、国勢調査や

RESAS などの統計調査、アンケートの分析により、日本全体及び本市の超高齢化と生産年齢人口の減少、求人と求職者

のミスマッチが判明した。 

 発案者 
南あわじ市長及び庁内 PT 

取組の内容 

目的 地域活動の担い手確保と労働市場のミスマッチを解消する。 

概要・体制 ◉庁内 PT、民間企業、社会福祉協議会、シルバー人材センター、老人クラブ等が協力・連携

しながら事業を実施。 

◉高齢者福祉施設や保育現場など人手不足に悩む雇用現場におけるニーズ調査（聞き取り）

を実施し、高齢者が気軽に参加し地域貢献できる活動を洗い出した。また、高齢者の地域貢

献活動や労働意欲について、市内の 60 歳以上の方全員を対象にした市民アンケート、南あ

わじ市老人クラブ連合会幹部研修会におけるアンケートを実施し、現在の就労状況、希望す

る働き方や活動内容等を把握。 

• 市民アンケート回答率 59％（返送数 6,355 人／発送数 10,764 人） 

• 就労状況について、フルタイム勤務 2,311 人（36.5％）、週の半分勤務 1,511 人

（23.9％）、その他 2,513 人（39.7％） 

• 今後新たに働きたい人が、398 人（6.2％） 

• 地域活動や高齢者福祉施設や教育・保育施設での周辺業務への参加意向について、6
～8 割の市民が参加を希望。 

◉分析結果に基づき、以下のような高齢者の活躍の場を創出。 

• 人手不足で悩む各種施設での活動をポイント化した有償ボランティア制度「おもいやりポ

イント制度」を立ち上げた。 
→ 令和元年度末のシニアボランティアへの登録会員数 236 人 

• 労働市場のミスマッチを解消するため、シニア就労を促進する「働くシニア応援プロジェ

クト」を立ち上げ、求人票の作成支援や就職フェアを開催した。 
→ 令和元年度のマッチング数は、地元企業 4 社へ 11 名が就労 

• 高齢者の実態把握ができたことにより、問題点が明確になり、ターゲットの絞込みや事業

展開がスムーズに検討・実施できた。 
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利用した統計データ 平成 27 年国勢調査、RESAS：地域経済分析システム、厚生労働省一般職業紹介状況、兵

庫県「あわじの経済リポート」、南あわじ市市民（高齢者）アンケート 

経費 令和元年度高齢者等元気活躍推進事業支援業務 5,526 千円 

取組の効果・成果 

 おもいやりポイント制度に高齢者 236 人が会員登録し、17 施設がボランティアを受入れ、職員の負担軽減や利用者の満

足度の向上につながった。 

 
 

 働くシニア応援プロジェクトの実施により、地元企業 4 社へ 11 名が就労した。 

今後の予定  

 今後も継続して、社会貢献活動や就労など高齢者の活躍の場を創出する。 

 シニア人材の掘り起こしを行うため、事業 PR や周知イベントの開催に加え、各種活動に関する総合相談窓口の設置を検

討する。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

地域内の特徴を掴むため、アンケート回収率の向上、統計結果の分析や各種団体へのヒアリングによる多面的な分析が

必要である。 

担当部署 

兵庫県 南あわじ市 総務企画部 市民協働課 生涯活躍推進室 
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❶人口問題 
データを活用したまち・ひと・しごと創生総合戦略の事業案の作成 

和歌山県 紀の川市 

取組の背景 

 課題 
限られた財源のなかで、より効果的に人口減少対策・地域経済活性化につながる事業を構築する必要があった。 

 きっかけ 
これまでは単に他市の事業を模倣するなど「思いつき」に頼っていたため、計画策定に当たり、より成果にコミットする

EBPM の手法を取り入れることとなった。 

 発案者 
紀の川市 企画部 企画経営課 

取組の内容 

目的 人口減少対策・地域経済の活性化につながる政策立案 

概要 若手主体の職員にデータ利活用の研修を実施した後、人口減少の要因を分析した。 
これまで人口減少の要因を、若年層が大学進学を機に県外に出ていくことが要因と漠然と

考えていたが、年齢階層ごとの社会動態に注目してみると、全体としてはマイナスではあっ

たが、子育て世代の転入が県下では非常に多い自治体であることが判明。持ち家比率の高

さなど当市の特色から住宅取得のタイミングに重点的に誘導をかけることでさらなる転入促

進、転出抑制が図られるとの分析結果から住宅取得転入補助金を創設。その他、県外大学

進学率が全国ワーストレベルであることから、奨学金受給率の高さと奨学金返還に伴う若年

者の負担感に着目。奨学金返還補助金を創設した。また、地域経済循環分析（生産・分配・

消費の三面に着目した経済分析）を業務委託し、当市の経済構造の弱点を補えるような事

業の検討に活用している。 
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利用した統計データ 国勢調査等、地域経済循環分析 

経費 研修講師謝礼（3 回） 810 千円 
地域経済循環分析 3,795 千円 

 

取組の効果・成果 

 令和元年度に分析、令和 2 年度から予算化した事業であるため、効果はまだ測れていない。先行して予算化した事業とと

もに令和 2 年度中にまち・ひと・しごと創生総合戦略として策定する。 

今後の予定  

 「まち・ひち・しごと創生総合戦略」の策定のみならず、市の政策立案に EBPM の手法を用いることができるように、毎年

データ利活用に関する研修を実施していく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

政策立案過程に EBPM の手法を取り入れること自体は難易度はそれほど高くないと思う。ただし、首長以下幹部級の政

策決定権者に浸透させるには時間が必要。 

担当部署  

和歌山県 紀の川市 企画部 企画経営課 
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❶人口問題 
ペルソナマーケティングを活用した新たな人口減少対策 

広島県 福山市 

取組の背景 

 課題 
平成 27 年 10 月に福山市総合戦略を策定し、雇用や新しい人の流れの創出等に向けた施策を実施しているが、各施策

に関連して設定した数値目標に対する実績は、特に人口増減に関連する項目について、目標を下回る状況になっている。 
また、行政の施策は総花的になりやすいため、目標の実現に向けて選択と集中ができていないケースが多く、期待する効

果につながっていない。 
そのため、客観的なデータ分析により取組の方向性を見極め、部局横断的に実行していく必要がある。 

 きっかけ 
人口減少は本市だけでなく、全国的な問題である。今後、加速度的に進行することで、生活利便性や地域の魅力が低下

し、さらなる人口減少を生み出す悪循環が生じる。この悪循環を抑制するため、既存施策の点検・再構築と併せて、将来

の高齢社会を支えるための「現役世代を減らさない」取組の強化が必要であると考えた。 

 発案者 
福山市 企画財政局 企画政策部 企画政策課 

取組の内容 

目的 近年、生涯未婚率の上昇や働き方の多様化など従来から生活スタイルが変化してきている

が、将来に向けて、価値観も含めライフスタイルは、さらに多様化していくことが想定される。

今後、人口減少社会が進行する中でも、一人ひとりが描く、理想の自分や生活が実現可能

な多様性のあるまちを目指す。 

概要 大学進学時や就職期における転出超過、出生数の減少などの人口の社会増減、自然増減に

係る課題を統計調査から分析し、これらの課題解決に対する施策の効果を高めるため、総

合戦略における人口減少対策に全国で初めて、ペルソナマーケティングの考え方を導入し

た。政策ターゲットとなるペルソナは、「進学」「就職」など 3 つの社会増減のターニングポイン

トと、「シングル」「専業主婦」「共働き」など 4 つのライフスタイルで捉え、次の視点で 9 つ設

定した。 

• 各種統計、アンケート調査から、対象者の数や割合などボリュームゾーンを分析し設定 

• 定量的、定性的なデータから仮説を立て、サービスを利用する象徴的なユーザー像を明

確に描き、その満足度を高めるための強化策を構築 
 

次に、ペルソナの満足度を高めるための事業計画として、「新たな人口減少対策アクションプ

ラン」を作成した。 
アクションプランの推進に当たっては、市内企業や地域団体が自ら企画提案し、実行するた

めの会議体（みんなのライフスタイル応援会議）を設置し、市が主体の取組と民間主導の取

組の両輪により推進している。働き方改革などで先進的な取組を実施する企業等で構成す
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る当会議を軸にすることで、民間企業・地域団体などへ実行の輪を拡大していく狙いであ

る。 

利用した統計データ 【福山市調査】 

・市政に対するニーズ把握のための定量調査 
・移住・定住に関する意識調査 
・高校生の「進学・就職」に関する意識調査 
・高校生進学先調査 
・大学生、大学院生の就職観等に関するアンケート 
・福山市子ども・子育て支援事業計画に関するニーズ調査 
・福山市子どもの生活実態調査 

【国・県調査】 

・国勢調査（総務省） 
・住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（総務省） 
・日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 
・人口動態調査（確定数）（厚生労働省） 
・経済センサス-活動調査（総務省・経済産業省）  
・広島県学校基本調査（広島県）等 

統計データを活用したこと

によるメリット 

ペルソナ設定に当たっては、定量的な各種統計調査からボリュームゾーンを分析するほか、

アンケート結果などから就職観や結婚・子育てに関する市民ニーズ等も見ながらペルソナを

設定した。定量的なデータと定性的なデータを組み合わせることで、ペルソナの満足度を高

めるための「仮説」の設定ができる。 
政策ターゲットを具体的な人物像に落とし込むことで、共通の施策目標を持つことができ、

異なる部局が同じ目標に向かって連携する企画立案が可能となった。 

経費 ライフスタイル応援会議講師謝礼（令和元年度）約 434 千円 
市政に対するニーズ把握のための定量調査（平成 30 年度）約 499 千円 
※「人口減少対策～強化策～」「人口減少対策アクションプラン」の作成のための経費。その

他福山市総合戦略等の策定に当たり実施した各種調査経費を除く。 
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取組の効果・成果 

 アクションプランの主な事業（みんなのライフスタイル応援会議発案）の一つとして、男性の子育て参加を促進し、女性の負

担軽減やリフレッシュにつなげることを目的に「子育てパパ活躍ウィーク※」を実施した。企業・団体との連携により、まちぐ

るみで男性が子育てに参加できる機会を提供できた。 
応援企業・団体：参加団体数 16 社、参加人数約 750 人 
協力企業・団体：取組数 9 件、参加人数約 950 人 
※アンケート調査から、女性が理想の子どもの数を持つには、パートナーのサポートが特に大きく影響するという結果があ

ったため企画したもの 

 また、本市から進学が多い都市圏（独自調査結果）における地元企業と学生との交流会や、ペルソナのニーズが高い妊

娠・子育て期の経済的負担の軽減等、EBPM を実践してきた。実際に地元企業への就職につながるなど施策効果が高ま

っている。 

今後の予定  

 設定したペルソナについて、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、働き方や生活に対する意識の変化が生じてい

る。これらの意識や行動の変化を的確に把握するためのアンケート調査を実施し、ペルソナを再構築する。 

 また、これと併せ、大学や民間企業と連携し、施策構築のプロセスに AI 技術を導入する。AI によって、ペルソナに起こり

得る未来を分析し、その上で重点事業を構築するとともに、人口減少対策の次期アクションプラン作成につなげる。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

ペルソナの設定に当たり、統計調査などの定量的なデータのみならず、窓口やイベントなどでの定性的な意見の反映も仮

説づくりに重要となる。これらデータを複合的に整理することが必要となる。 
また、事業実施に当たり、雇用の確保や家庭での育児参加など、行政以外の主体となるプレーヤーが積極的に自ら関わり

実行する仕組みとすることが重要である。 
これにより一過性の取組とせず、定着させることが可能であると考える。 

担当部署  

広島県 福山市 企画財政局 企画政策部 企画政策課 
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❶人口問題 
長崎県の転入・転出に係る構造分析及び動態把握事業 

長崎県 

取組の背景 

 課題 
長崎県では人口減少が続いており、現在もその解決策を模索しているところである。そもそも住民票の届出情報から実

数は把握できるものの、転入・転出の主たる理由等の実態把握ができていない。 

 きっかけ 
近年、特に女性の県外転出が増加傾向にあり、その理由・属性が特に注目されている。 
当取組の発案は、長崎県県民生活環境部統計課、および企画部政策企画課。 

取組の内容 

目的 近年の転入・転出の構造（属性別移動理由等）を把握し、これまで推測していた内容をデー

タにより、裏づけや確認を行うとともに、転入・転出に係る動態把握のために、住民票の異動

届の手続が市町窓口で行われる際にその移動理由等をアンケートでリアルタイムに把握し

たい。 

概要 近年の転入・転出の構造把握を行うため、総務省統計局が実施した「平成 29 年就業構造

基本調査」のミクロデータを利用し、県で独自分析を行ったところ、以下の実態が明らかに

なった。 

• 県外転出の主な理由として、男性では「転勤」「進学」「就職」、女性では「家族の仕事の都

合」(約 3 割)「就職」「進学」となっている。 
※近年女性の転出超過数が男性よりも多くなっていたが、県の施策の直接的な対象とは

ならない「家族の仕事の都合」による転出を差し引いた場合、女性の方が転出超過数は

男性を下回ると判明。 

• 未婚者に限定した県外転出の主な理由は、男性では「進学」「就職」の順番に多く、女性

では「就職」「進学」の順番と順位が入れ替わる。 

• 未婚者の女性が就職のために県外転出した際の就職先は企業規模を問わず産業も多

種多様となっている(男性は大企業中心となっている)。 
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• 分析結果に基づき、県庁内で推測していた内容について、データによる一定程度の裏づ

けでき、また、女性を中心ターゲットとする政策へ舵を切り替える必要性まではないこと

を確認できた。 

次に、就業構造基本調査のミクロデータによる分析の課題（①市町別の実態把握ができな

いこと、②現時点での情報を把握できないこと）を克服するため、県・市町で連携して以下の

とおり事業展開。 

• 県内全 21 市町で、転居届の手続の際に転入転出理由等をタイムリーに把握するための

アンケートを令和 3 年 3 月から実施することを目指し、長崎市など 9 市町で令和 2 年 7
月から試行的なアンケート(移動理由アンケート第 1 期試行)を開始した。 

利用した統計データ 平成 29 年就業構造基本調査 

統計データを活用したこと

によるメリット 

転入・転出に係る属性ごとの違いがあることが政府統計のミクロデータ分析により明確にな

り、転入・転出に関する基礎的データによる現状把握の重要性・必要性を県庁内・各市町で

再認識する契機となった。 

体制 就業構造基本調査のミクロデータの分析については、県民生活部長（令和元年度当時の役

職名称）を中心とするプロジェクトチームを組んで実施した。また、移動理由アンケートにつ

いては、企画部政策企画課と県民生活環境部統計課が連携して進めている。 

経費 いずれも当該事業専用の追加経費はない。 

取組の効果・成果 

 就業構造基本調査のミクロデータ分析により、各市町でも基礎的データによる現状把握の重要性・必要性の再認識が行

えたことから、令和 3 年 3 月から県内市町で網羅的に、移動理由アンケートの実施が行える見込みが立った。 

 全市町で網羅的に行うことにより、各年度ごとに、県単位のみならず、市町単位での人口減少対策に関する施策の効果把

握が可能となり、県内の EBPM の定着に資することが期待される。 

今後の予定  

 移動理由アンケートについては、令和 3 年 3 月から全市町で本格実施することとしており、それまでに紙調査票による回

答以外のオンライン回答を導入する予定である（10 月からの第 2 期試行実施で導入予定）。 

 また、回収率向上のためのインセンティブについて、本格実施での正式導入を検討する。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

県下の市町の政策部門のみならず、住民課等の窓口部門との連携を取ることが必要。 
事実関係を問うアンケートとなるため、県として把握する項目については総務省への届出が必要となることに注意。 

担当部署  

長崎県 県民生活環境部 統計課 
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❶人口問題 
県内大学生の県内企業就職推進事業 

長崎県 

取組の背景 

 課題 
長崎県では長期間人口減少が続いており、若年層の県外流出が問題となっている。県内の大学生の就職意識について、

大規模データによる把握分析を行った事例はなく、県内就職に関する実態把握ができていない。 

 きっかけ 
高校生の県内就職率は上昇傾向があるものの、大学生の県内就職率は伸び悩んでいる傾向が続いている。 

 発案者 
長崎県 県民生活環境部 統計課 

取組の内容 

目的 大学生の県内就職を促進するためのターゲット層を特定し、県内就職を促進する施策の検

討につなげたい。 

概要 県内大学生の県内企業への就職意識等を把握するため、長崎大学経済学部の教授陣が設

立したコンサルタント機関 DRC（出島リサーチ＆コンサルツ）に委託し、県内の概ね全大学

で「就職に関する意識調査」を実施（回収数：約 2,600）し、結果分析を行ったところ、以下の

内容が明らかになった。 

• 長崎県出身の大学生は県内就職希望は 40%であるのに対して、県外出身大学生は 4％
のみ 

• 長崎県出身の大学生は「生活の安定」を重視するのに対して、県外出身の大学生は「企

業の安定」と「やりがい」を重視 

• 長崎県出身の大学生で、県内企業のイメージとして「やりがいがある」と強く感じるとその

ほとんどが県内就職を希望する 

 

利用した統計データ 就職に関する意識調査（DRC、長崎県） 



 
 

令和 2 年度 統計データ利活用事例集 

 
 

- 18 - 

統計データを活用したこと

によるメリット 

県内就職を推進するための優先ターゲット層がデータで明確になり、その層に対しての訴求

項目が明らかになった。 

体制 総務省統計局の令和元年度統計データ利活用推進事業の枠組みを活用し、総務省から長

崎県への事業委託を再委託し、DRC がアンケート企画・実査・分析を実施。 

経費 本業務で行うアンケートの企画・分析を研修として行う人材育成を含め約 4,000 千円 

取組の効果・成果 

 長崎県出身の大学生の県内就職意識を高める施策の訴求対象・項目が明確になったことにより、県庁内の政策部門（産

業労働部若者定着課）とより密接な連携を取りながら、訴求項目の具体化把握のための取組（長崎県出身の県内大学生

が感じる「やりがい」とは何かを把握）を進めることとなった。 

今後の予定  

 長崎県出身の県内大学生が感じる「やりがい」とは何かを同規模のアンケートを実施することにより明らかにし、それによ

り明らかになった「やりがい」を刺激する県内企業のプロモーション施策を展開するとともに、県外の大学（特に長崎県出

身者が多く進学する福岡県の主要大学）にいる長崎県出身の大学生も同様に訴求対象となりうるのかをアンケートにより

把握することを計画している（令和 2 年度統計データ利活用推進事業の枠組みを活用） 

 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

県内大学の事務局からの理解・協力を得られる体制を構築することが必要。 
※長崎県では、大学間連携の枠組みが令和元年度まで存在し、その枠組みの事務局が長崎大学に存在していた。 

担当部署   

長崎県 県民生活環境部 統計課  
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❷子育て・教育 
ふくしま統計出前授業 

福島県 

取組の背景 

 課題 
個人情報保護意識の高まりやオートロックマンション、単身世帯の増加など、統計調査を巡る環境は一層厳しさを増して

いる。 

 きっかけ 
公的統計の整備に関する基本的な計画（平成 26 年 3 月 25 日閣議決定） 

 発案者 
福島県 企画調整部  情報統計総室 統計課 

取組の内容 

目的 児童・生徒を対象に、統計とは何か、統計の大切さについて身近な題材を用いて授業を行う

ことで、統計に対する関心と理解を深めるとともに、統計調査への協力意識の醸成を図る。 

概要 小学校 4～6 年生を対象に、統計とは何か、児童の住んでいる市町村や県について、身近な

題材を取り入れながらパワーポイント等を用いて授業を行う。（45 分） 

利用した統計データ 学校基本調査、人口推計、工業統計調査、作況調査 等 

授業の内容 

出前授業では、統計が暮らしに役立てられていることや統計調査に協力することの大切さについて説明したあと、各コー

スにより身近な題材のデータやグラフを用いて説明する。 
小学 4～6 年生対象、無料（講師派遣旅費、教材は県が負担） 
○授業内容（45 分）※授業は、2 コースから選択 
＜コース 1＞統計で見るふくしまのすがた 
統計について／福島県及び該当市町村の特色について／ まとめ、質疑応答／アンケート 
＜コース 2＞グラフを使って考えてみよう 
統計について／福島県のランク上位を紹介／人口等の統計データからグラフを作成／作成したグラフから情報を読み取

る演習／まとめ、質疑応答／アンケート 

取組の効果・成果 

 授業後のアンケート結果では、教師、児童ともに満足度が高く、令和元年度のアンケート結果（教師）では、「次年度も活用

したい」との回答が 100%であった。 

 また、児童のアンケートでも「統計に興味を持った」「統計についてもっと知りたい」「統計はとても大切だとわかった」など

の感想が多くあり、統計に対する関心は高まったと考えられる。 
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（写真は小学校での出前授業の様子） 

今後の予定  

 今後は中学生での実施を視野に入れ、授業内容の検討を行う。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

学校の授業で取り入れてもらいやすいように、授業カリキュラムとの関連を踏まえながら、授業構成を考える。（本県では、

小学校第 4 学年社会の「県の様子」の導入として取り入れている学校がほとんどである） 

担当部署 

福島県 企画調整部  情報統計総室 統計課 
 
【参考 URL】 
福島県ホームページ 「令和元年度ふくしま統計出前授業の募集」 
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11045b/demaezyugyou.html 

  

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11045b/demaezyugyou.html
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❷子育て・教育 
新潟県統計出前授業 

新潟県 

取組の背景 

 課題 
統計データやグラフを通じて、児童・生徒の皆さんから統計に親しんでもらうために実施。 

 発案者 
新潟県 総務管理部 統計課 

取組の内容 

目的 県統計課職員が県内の小・中学校における統計教育をサポートし、児童・生徒を対象に県や

地域の特徴ある統計データを使い、データの読み取り方やグラフ作成のポイントの習得、統

計的な問題解決の方法（PPDAC サイクル）の実習、統計グラフポスターを作成するための

ポイントを指導するなど、統計知識の向上や統計の普及・啓発を目指している。 

概要 • 県や学校所在地市町村の人口や産業等特徴あるデータを紹介 

• 家計調査を使った統計クイズ 

• 様々なグラフの種類と特徴を解説 

• グラフ作成時の注意点を解説 

• 作成したグラフから情報を読み取る演習 

• 統計的問題解決方法（PPDAC サイクル）の演習 

• 統計グラフコンクール作品の作成ポイントを指導 

実績 平成 29 年度 25 校実施 参加者人数 1,308 名 
平成 30 年度 13 校実施 参加者人数 794 名 
令和元年度 12 校実施 参加者人数 912 名 
(参考)令和 2 年度 5 校実施 参加者人数 251 名（令和 2 年 11 月末日現在） 

利用した統計データ 国勢調査、農林業センサス、工業統計調査、家計調査、観光入込客統計 等 

体制 統計課職員が講師となり、学校に出向き実施。 

取組の効果・成果 

 継続して申込みがある学校は、前年の話を聞いて、コンクールに興味を持ち、応募してくれる生徒がいる。継続すること

で、統計に興味を持つ児童・生徒が増えることが期待できる。 

今後の予定  

 現在の実施校は、次年度以降も継続できるように連携をとりたい。また、中学校からの応募が減ってきているので、中学

校教員の研修時にチラシを配布するなど、中学校での授業を増やしたていきたい。 
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本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

学校との連携事業となるため、教育委員会の協力が必要である。 

 

担当部署 

新潟県 総務管理部 統計課 
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❷子育て・教育 
「彦根市子ども・若者プラン」策定に係るニーズ等調査 

滋賀県 彦根市 

取組の背景 

 課題 
平成 27 年 3 月に策定した「彦根市子ども・若者プラン」、平成 29 年 3 月に策定した「彦根市子どもの貧困対策計画」の見

直しにあたり、現在の市民のニーズや子どもたちの生活実態の把握が市内にお住まいのお子さんのいるご家庭、18 歳～

39 歳の若者、施設・団体等を対象に、子育てに関する実態や子どもたちの生活実態をどのように把握するかが課題。 

 きっかけ 
計画策定にあたっては調査が必要であったため。 

取組の内容 

目的 市民のニーズや子どもたちの生活実態を把握し、今後の市の子育て支援、子ども・若者支援

に係る事業計画策定の基礎資料として活用すること。 

概要 • ニーズ調査（市内在住・無作為抽出） 

① 未就学児の保護者 2,000 件 

② 小学生(1～4 年)の保護者 1,000 件  

• 若者の意識調査（無作為抽出） 

③ 18～39 歳の若者 769 件 

• 貧困対策に関する調査 

④ 小 5・中 2 の子どもがいる世帯（悉皆） 2,051 件 

⑤ 支援団体・行政機関・児童福祉施設 16 ヵ所 

⑥ 保育所・幼稚園・小・中・高・大学 75 ヵ所 

⑦ 学習支援を利用する児童・生徒 66 件 

• ヒアリング調査 

関係機関・学校・活動団体など 13 件 

利用した統計データ 彦根市年齢別人口統計表 

体制 プロポーザル方式で選定した業者に委託して実施。 

経費 調査等委託料  3,273 千円 

取組の効果・成果 

 定型の選択肢による回答だけでなく、自由記述の回答がかなりあり、市民のニーズを把握できた。 

 市民の思いだけでなく、関係機関へのヒアリング調査で、支援する側のニーズなどもわかった。 
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今後の予定  

 調査結果を踏まえて、令和元年度は分析を行い、「彦根市子ども・若者プラン（第 2 期：令和 2～6 年度）」を策定した。 

  

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

調査項目が多いことから答えてもらえない場合があり、回収率の向上が課題。また、紙ベースではなく、インターネットを

活用した回答手法を取り入れると、回収率の改善に繋がる可能性が高い（特に若者など）。 

担当部署 

滋賀県 彦根市 子ども未来部 子ども・若者課 
 
【参考 URL】 
彦根市ホームページ 子ども・若者プラン 
https://www.city.hikone.lg.jp/shisei/keikaku/2/7/6126.html  

  

https://www.city.hikone.lg.jp/shisei/keikaku/2/7/6126.html


 
 

令和 2 年度 統計データ利活用事例集 

 
 

- 25 - 

 

❷子育て・教育 
行政データを活用した EBPM の推進（学びと育ち研究所の設置運営） 

兵庫県 尼崎市 

取組の背景 

子どもたちが、社会を主体的に生きていく力を身に付けられるよう、大学の研究者らからなる「学びと育ち研究所」を設置・

運営している。市が保有する様々なデータを個人単位でつなぎ合わせ、匿名化したデータを分析することで、EBPM の実

践に取り組んでいる。なお、設置に当たっては、市長以下のプロジェクトチーム、実務担当者のワーキンググループにより

検討された。 

取組の内容 

概要 生まれた時の体重、1 歳半・3 歳健診、保育所・幼稚園の利用状況、保育環境の質の評価

（エカーズ調査）、就学後の学力調査及びアンケートの結果、身長・体重、生活保護や就学援

助を受けているか、世帯構成、学校ごとの取組内容の違いやクラス人数などが、学力や非認

知能力に与える影響等を分析している。 

利用した統計データ ・住民基本台帳 
・出生体重 
・1 歳半・3 歳健診 
・保育所・幼稚園の利用状況 
・生活保護・就学援助の利用の有無 
・学級規模 
・身長・体重 
・学力調査及び生活状況・非認知能力を測定する小 1 から中 2 までの全数調査 
・保育環境の質の評価結果他 

 

体制 研究所長は大竹文雄教授（大阪大学大学院）、主席研究員に中室牧子教授（慶應義塾大

学）、山口慎太郎教授（東京大学大学院）他 
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取組の効果・成果 

 毎年のデータの蓄積を継続しながら分析と実践を進めている。具体的な成果としては、尼崎市が独自に実施してきた「そ

ろばん授業」の効果検証を行い、その費用対効果を踏まえ、令和 2 年度予算で大きく見直しを行ったほか、早生まれの児

童に見られる「相対年齢効果」を測定し、その解消のための実証を小学校で行うなど、7 人の研究員が 12 のテーマで研

究を継続中である。 

今後の予定  

 引き続きデータの蓄積、分析を進め、EBPM に取り組んでいく。市民のデータについて、様々な分野にまたがって大規模

に保有しているのは基礎自治体のみであることから、自治体における EBPM のモデルとなるよう、取組手法の共有や研

究成果の発信も行っていく。令和 2 年度の研究報告会はオンラインで開催し、その際の動画も公開中である。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

データが使用可能な状態で残されていること、自治体ごとの個人情報の取り扱いルールを満たす運用方法を確立するこ

と、の 2 点をクリアできれば、大きな予算をかけずに運用が可能。 

担当部署 

兵庫県 尼崎市 こども青少年課 
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❸健康・福祉 
福祉相談センター統計活用アプリケーション群 

山形県 

取組の背景 

当所は、「中央児童相談所」、「女性相談センター（中央配偶者暴力相談支援センター）」、「身体障がい者更生相談所」及

び「知的障がい者更生相談所」の機能を統合した、福祉に関する総合的な相談・支援機関である。各相談所の統計担当者

は、福祉行政報告例をはじめとする定例的な統計のほか、突発的な統計依頼にも対応する必要があるが、そのほとんどを

手作業で行い、多くの時間を割いていた。当然、統計データの活用などはできなかった。 

取組の内容 

目的 データを DBMS で管理し、必要な統計資料を自動または半自動で生成できるようにする。

また、児童相談所においては、各職員が過去の相談歴等を複合検索できるようにする。 

概要 MS-ACCESS で相談所毎に統計アプリケーションを開発する。 

開発したアプリケーション

群 

・児童相談所システム 
・判定台帳管理システム 
・女性相談センターシステム 
・更生医療システム（身体障がい者更生相談所） 
・更生医療（補装具）システム（身体障がい者更生相談所） 
・知的障がい者更生相談所システム 

主な実装機能 ① 複合検索、あいまい検索、絞り込み検索  

② 統計表の生成（自働および半自動）  

③ 各種通知文書の生成  

④ 各種リストの生成 

利用した統計データ 各相談所の受付データ 

体制 開発担当者および各相談所の統計担当者・その上司 

経費 職員で開発したため、経費は発生していない 

取組の効果・成果 

統計データを DBMS に集約し、次のような活用が可能となった。 

 統計資料の迅速な生成 

 相談履歴等の複合検索（あいまい検索も可能）。特に児童相談所においては、児童虐待の初動対応に欠かせない過去の

相談歴を自己の端末から検索可能となった。 

 各種通知書の自動生成（従来 2 週間を要した作業が 2 日に短縮） 
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本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

今回の取組は、高度な技術と経験をもった職員がおり、各相談所統計担当者の意識も高かったことにより実現できたもの

で、難易度は高い。 

担当部署 

山形県 福祉相談センター 
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❸健康・福祉 
「疑似市民データ」を活用したアイデアソンの開催 

茨城県 つくば市 

取組の背景 

 課題 
これまで地域社会の課題解決は、地方公共団体が主体となって進めてきたが、少子高齢化や労働人口の減少で税収が減

り、財政的にも職員の数でも自治体運営は非常に厳しい状況となる中、一方で、公共サービスに対するニーズは多様化

し、地方公共団体だけのアイデアでは、賄いきれなくなっていること。 

 きっかけ 
2016 年には官民データ活用推進基本法が施行され、官民データの活用に資する各種施策の推進が政府の取組として義

務づけられ、EBPM を推進する取組を進めており、データ利活用推進はこれからの行政の必須要件となること。また、筑

波大学公共イノベーション研究室の川島 宏一教授から、市民や職員だけでなく、他業種・異業種も含めて広く意見を募っ

た方が新しい発想が生まれやすいという提案があったこと。 

 発案者 
つくば市 政策イノベーション部 情報政策課、 
及び 筑波大学 公共イノベーション研究室 川島 宏一教授 

取組の内容 

目的 市民が自ら課題解決策を考えていく、オープンでフラットな、ディスカッションと解決策提案

の機会を提供すること。 
行政担当者の勘や経験に依拠して、実効性に欠けるような施策は、住民の信用を失い、問

題を何ら解決できないまま大切な予算を無駄遣いしてしまう可能性がある。現在のような厳

しい財政状況の中で、地域や社会の持続可能性を保つためには、しっかりと住民に納得して

もらえる形で、分かりやすく証拠を示し、政策を立案・推進していくことが重要となること。 

概要 2017 年度に、街づくりのアイデアや地域課題の解決法を広く募って市政に活かす「オープン

データ・アイデアソン in Tsukuba」というアイデアソンのイベントを、筑波大学との共催で 3
回開催した。2018 年度からはイベント名を「Hack My Tsukuba」と変え、今年で 4 年目とな

る。 
2019 年度は、「Hack My Tsukuba 2019」と題して、3 回実施した。「誰もが取り残されず、自

分らしく生きるまち」をテーマに、主に高齢者福祉にかかわる課題解決をディスカッションし

た。特筆すべき点は、既に公開されているオープンデータだけでなく、市が保有する「住民基

本台帳データ」、「レセプトデータ」、「飼い犬登録データ」などを参考に、疑似データを作成

し、これらのデータを基に、市民と一緒に高齢者福祉を中心に課題解決策を考えるアイデア

ソンを開催した。 
参加者は、つくば市の担当課職員、元医師、元大学教員、コンサルタントら専門知識のある

方など 30 人が集まった。GIS や Excel を使って、データの可視化、相関・回帰分析の手法や

分析の想定案を参考に、地域の課題解決のために、どのようなデータを活用すればいいか

検討した。参加者に、住民データに近い疑似データを公開して活用策を考えるアイデアソン
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は、全国でも例を見ない 
 

■共通テーマ 「誰もが取り残されず、自分らしく生きるまち」 

次の 2 点の未来像を見据え、主に高齢者福祉に係る課題の解決に取り組んだ。 

【2030 年の未来像】 

• 様々なコミュニティによる支え合いの中で、充実した医療や介護、必要な目配りや支援な

どの頼れる福祉が地域に行き届いています。 

• 一人ひとりが健康を大事にしながら、様々な場面で社会に参画し、生涯現役で活躍して

います。 

 

利用した統計データ ・e-Stat 人口（国勢調査）データ、国土数値（学校、医療、公共施設等） 
・つくば市オープンデータ 
・住民基本台帳データ、レセプトデータ、飼い犬登録データ等の疑似データ 

統計データを活用したこと

によるメリット 

既に公開されているオープンデータと住民データに似せた疑似データを活用することで、自

治体の中でしか検討することができない詳細なデータに基づくディスカッションが可能とな

った。 

活用したツール GIS、BI ツール、Excel など 

体制 ・筑波大学公共イノベーション研究室と共同で開催 
・日本電気株式会社（NEC）の協力による疑似データ作成 

経費 自治体からの支出なし。 

 

取組の効果・成果 

 アイデアソンのべ参加者数は、平成 30 年度合計 112 名、令和元年度 86 名。これまで、「ひとり暮らし高齢者の困りごと解

決」や「多世代コミュニケーションの場」など地域貢献につながる様々なアイデアが出てきている。 

 疑似データの作成過程において、職員がデータ作成の検討に加わったことで、非識別加工情報等に活用することが可能

な匿名加工技術について、職員の知識向上を図ることができた。また、児童のアンケートでも「統計に興味を持った」「統計

についてもっと知りたい」「統計はとても大切だとわかった」などの感想が多くあり、統計に対する関心は高まったと考えら

れる。出たアイデアは施策に活かすべく、市職員がそれぞれの部署に持ち帰り、マネタイズや現実性などを考慮しながらブ

ラッシュアップしていく予定。 



 
 

令和 2 年度 統計データ利活用事例集 

 
 

- 31 - 

 今回取り扱った疑似データでの分析は、業務の中で、実データを活用し分析することで、市職員だけでは思いつかないア

イデアを活用することができる。さらに、自治体の内部で組織の壁を越えてデータを活用する環境を構築していくことで、

オープンにできるデータがあることに職員自らが気づき、その結果、オープンデータが増えていくことにもつながっていく。 

今後の予定  

 2020 年度も、筑波大学と共催で開催する。新型コロナウィルスの影響から、オンライン開催予定している。 

 2019 年度の疑似データの分析に加わったことで、複数の業務にまたがったデータについて、相関分析や回帰分析などの

ビッグデータ分析に関する職員の知識向上が実施でき、この知見を活かして EBPM に応用すべく準備を進めている。 

 また、今後の検討事項として、アイデアソンへの職員参加を特別研修として研修化することで、自治体職員だけでは思い

つかないアイデアを持ち帰り政策立案に活かす循環が生まれる強固な体制を構築していく。 

 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

疑似データ作成のためには、データサイエンスに関する知識が必要。 

担当部署  

茨城県 つくば市 政策イノベーション部 情報政策課 
 
【参考 URL】 
NEC business leaders square wisdom での紹介記事 
https://wisdom.nec.com/ja/article/2019091801/index.html 
日経 XTECH での紹介記事 
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/01244/031700002/ 

  

https://wisdom.nec.com/ja/article/2019091801/index.html
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/01244/031700002/
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❸健康・福祉 
練馬区死亡小票分析報告 

東京都 練馬区 

取組の背景 

練馬区の高齢者人口は、団塊世代がすべて後期高齢者となる令和 7 年（2025 年）には、令和３年と比較して、約 3 千人

増加し、16 万 4 千人を超える。後期高齢者は、高齢者全体の 6 割近くを占めると予測され、高齢者を支える医療環境の

整備は喫緊の課題となっている。練馬区では平成 25 年度より、高齢者等が医療や介護が必要となっても、自宅で安心し

て療養生活が送れるよう、在宅療養の環境整備のための事業を実施している。 

取組の内容 

目的 練馬区における看取り死（死亡診断書が発行された死亡）の状況を分析することで、在宅療

養環境整備の進捗状況を把握し、施策に活かす。 

調査方法 厚生労働省が実施する人口動態調査の死亡小票を区独自に集計・分析した。 

利用した統計データ 平成 25 年から平成 30 年までの人口動態調査（死亡小票） 

体制 民間コンサルティング会社に委託。 

費用 925,833 円（都補助金） 

取組の効果・成果 

平成 25 年度より経年的にデータを集積。区内における看取りの現状を分析、看取り死亡者数等の将来推計を行った。 

 

 分析・推計結果は、練馬区在宅療養推進事業で活用している。 

 練馬区在宅療養推進事業は、高齢者等が在宅で安心して療養できる体制を構築することを目的として、種々の事業を行

っている。 

 分析結果を、事業立案の基礎資料とし、在宅医療へのニーズの増加を予測。区内医療機関を支援するための後方支援病

床確保事業や医療連携・在宅医療サポートセンターの運営支援（令和 3 年 4 月、練馬区医師会に開設）を行っている。 
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 また、看取りの現状のデータは、区民や専門職の在宅療養に関する現状を伝えるため、講演会や事例検討会等で資料と

して提供するほか、在宅療養ガイドブックにも掲載している。 

今後の予定  

 継続して調査分析を行う。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

情報取得については厚生労働省への情報開示の届け出手続きをすれば可能であるが、提供の確定までに時間を要する。 

担当部署 

東京都 練馬区 地域医療課 医療連携担当係 
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❸健康・福祉 
大腸がん検診受診率向上に「ナッジ」の活用 

東京都 八王子市 

取組の背景 

ナッジ「nudge（そっと後押しする）」とは、(行動経済学上)対象者に選択の余地を残しながらも、より良い方向に誘導する

手法。 
本市では、前年度大腸がん検診を受診し、「異常なし」の方に、当年度検診開始前に、検査キットを送付することにより、受

診率向上、継続受診者確保に努めている。しかしながら、検査キットの事前送付という、大腸がん検診を受診する上で最

大のナッジともいえるサービスを提供しても、送付者の 2～3 割は受診に至らない。大腸がん検診は、毎年継続して受診

することにより、はじめて死亡率を 60～80%減少させることができる。そこで、本市担当者と、がん検診の受診率、精度管

理向上にノウハウをもつコンサルティング会社が連携し、さらに継続受診へ結びつけるアプローチを模索した。 

取組の内容 

概要 検診期間中（6 月～翌年 1 月）、10 月の時点で未受診（検査キット未利用者）に対し、プロス

ペクト理論を活用した受診勧奨通知を送付。 

 

プロスペクト理論とは、自身が行動を起こさないことによって、これまで享受していた行政サ

ービスが受けられなくなるという、損失を回避したい意識への働きかけ。損失メッセージ（受

診しないと来年度検査キットが送付されない）と、利益メッセージ（受診すれば来年度検査キ

ットが送付される）を送り分け、検診終了時の受診率を比較することにより、前者の有効性を

確認する。また、過去 3 年間の受診歴により、より効果的なセグメントを確認する。 

利用した統計データ 大腸がん検診受診者データ 
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費用 コンサルティング会社への受診率・精度管理向上事業業務委託料（3,560,544 円）。 
本委託料は東京都の補助金（10/10 補助）を活用し複数実施した企画のうちの一つ。 

取組の効果・成果 

 メッセージ比較 
・損失メッセージ…送付数 1,767 名／受診者 528 名=受診率 29.9%。 
・利益メッセージ…送付者 1,761 名／受診者 399 名=受診率 22.7%。 
→ 有意差をもって損失メッセージが効果的 

 過去 3 年間受診歴比較（〇…受診、×…未受診、右側が最新年度） 
・〇〇〇 … 勧奨せずとも受診率高い 
・〇×〇 or ×〇〇 … 有意差なし 
・××〇 … 受診率（損失）25.4%／（利益）18.3% 
→ 前年度受診、それ以前未受診者のセグメントに効果的 

  

今後の予定  

 がん検診全般の受診勧奨において、プロスペクト理論を盛り込み発信していくことを検討。 

 限られた予算において、効果的なセグメントに対し、受診勧奨を実施していく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

受診者データの管理、分析が不可欠。また、本市大腸がん検診、検査キット事前送付のように、プロスペクト理論を活用し

得る事業フレームがあるか。 

担当部署 

東京都 八王子市 医療保険部 成人健診課 
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❸健康・福祉 
バリアフリーオープンデータ事業 

神奈川県 茅ヶ崎市 

取組の背景 

 課題 
本市では、バリアフリー推進のために「茅ヶ崎市バリアフリー基本構想」を策定し、施設整備等のハード面によるバリアの

解消に取り組んでいるが、整備後の状況を市民へうまく情報発信（可視化）できていない。また、情報発信（可視化）をして

も行政区域内に限定した内容となるため、外出促進へつながりにくい状況であることが課題であった。 

 きっかけ 
各行政区域のバリアフリーマップはその地域内の状況把握に過ぎず、区域外への移動では目的地における情報を新たに

入手する必要があり、利用者の観点から必ずしも有効とは言えない。現在、スマートフォンや PC の普及により地図アプリ

の開発が進み、障害特性に応じたバリアフリーマップ作成が可能となっていることから、この点をうまく活用できないか検

討した。 

 発案者 
茅ヶ崎市 都市部 都市政策課 

取組の内容 

目的 オープンデータを活用し、民間事業が展開する地図アプリに寄与できないか。行政区域内

外問わず障害者の外出促進のツール補助に役立てたい。 

概要 まず、県内自治体におけるオープンデータの公表内容を確認し、以下の点が明らかになっ

た。 

• 施設の所在地等の位置情報（GIS データ） 

• それらの施設の設備状況の有無 

次に分析結果に基づき、「画像（写真）データがない」ことに着目し、公共施設におけるバリア

フリー設備の画像データの収集を庁内で行った。 

• 施設毎にバリアフリー設備に関する写真を整理し、GIS データと共にオープンデータとし

て市のホームページで公表した。 

利用した統計データ まっぷ de ちがさき 
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統計データを活用したこと

によるメリット 

県内のバリアフリーに関するオープンデータの公表内容を把握したうえで、本市が所有する

データと比較し、利用者の視点で考えた時に「画像（写真）データ」の必要性を認識できた。

可視化が可能なデータを加えることで既存データの活用範囲を広げることができた点がメリ

ットとなる。 

経費 庁内での照会事務処理での対応となるため、外部委託費は発生していない。 

取組の効果・成果 

 【既に現れている効果】（一社）WheeLog が運営するアプリ「WheeLog!」に反映された。 

 【期待される効果】各自治体が同様な公表方とすることで点と点が線となって、行政区域を超えた外出促進につなげること

が期待される。 

今後の予定  

 今回は施設毎の分類によりデータ公表をしたが、バリアフリー設備毎の分類も公表することができれば、汎用性が広が

る。また、民間企業等の協力が得られれば公表数も増え、利便性向上につながる。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

【難易度】 
公共施設等の位置情報をまとめた GIS データの一覧があれば、各施設の所管に照会を行い、写真整理を行うだけなので

決して難易度は高いわけではない。 
【注意点】 
同一施設に複数バリアフリー設備を有する場合の公表方法。 

担当部署 

神奈川県 茅ヶ崎市 都市部 都市政策課 交通計画担当 
 
【参考 URL】 
まっぷ de ちがさき 
https://www2.wagmap.jp/chigasaki/Portal 
 
茅ヶ崎市ホームページ「茅ヶ崎市 オープンデータ一覧」 
バリアフリー設備情報の項目から、一覧データなどをダウンロードできる。 
https://www.city.chigasaki.kanagawa.jp/jyohosuishin/1009746.html 
 

  

https://www2.wagmap.jp/chigasaki/Portal
https://www.city.chigasaki.kanagawa.jp/jyohosuishin/1009746.html
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❸健康・福祉 
健康運動教室 

新潟県 見附市 

取組の背景 

見附市では、高齢化の進展に伴う介護費・医療費等の社会保障費の増大により、財政が圧迫され市民サービスの維持が

困難となり、将来のまちづくりが停滞してしまいかねないとの危機感を持っており、特定の人だけでなく、全ての高齢者の

寝たきりを予防できるような全市的な健康づくりを推進させる方策を必要としていた。 

取組の内容 

目的 平成 14 年から高齢者の寝たきり予防や生活習慣病予防による社会保障費抑制を目的とし

て「健康運動教室」を開催。 

概要 身体活動量、筋トレ、体組成等のデータを蓄積し、データの見える化を図り、科学的根拠に

基づいた運動プログラムと体組成変化の情報を提供して運動の継続を促し、運動習慣の定

着と健康増進を図っている。 

 
筑波大学発のベンチャー企業が開発した個別指導と継続支援を可能とする運動・栄養プロ

グラムを提供する管理システムを使い運動指導を実施。大学の研究成果に加え、数万人の

実施データをもとに、より効果的なプログラムを提供することが可能となり、体力増進等に繋

げることができた。 

利用した統計データ ・国民健康保険医療費データ 
・歩数データ 
・体組成データ 

費用 【初期経費（平成 14 年度）】 
1,787 千円（2 会場：エアロバイク 11 台、体組成計、血圧計、体力測定器具） 
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取組の効果・成果 

 体力年齢の若返り効果 
教室開始から 3 か月後には 8 歳の若返りが見られ、30 か月後には 13 歳若返りが確認でき、実年齢と体力年齢の差では

15 歳以上の若返りが確認できた。 

 医療費抑制効果 
教室参加者群と非参加者群の一人当たり年間医療費の比較では、教室開始後 3 年で教室参加者群において約 10 万円

の医療費抑制効果が確認された。 

今後の予定  

 今後も継続して取組を実施 
【継続参加者数】平成 14 年度 104 人、令和元年度 1,351 人（延べ人数：3,704 人） 

 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

教室は、歩くことを推奨し、自分の体重を使った筋トレを行うなど、特別なマシンを必要とせず、既存施設が活用できること

から他の地方公共団体でも実施が容易である。 
同様の筑波大学及びベンチャー企業と連携した運動教室は、全国 50 以上の地方公共団体等で実施されている。 

担当部署 

新潟県 見附市 健康福祉課 
 
【参考 URL】 
見附市ホームページ 「健康運動教室にみんなで参加しよう！！」 
https://www.city.mitsuke.niigata.jp/4686.htm 

  

https://www.city.mitsuke.niigata.jp/4686.htm
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❸健康・福祉 
脳の健康教室 

新潟県 見附市 

取組の背景 

 課題 
見附市では、少子高齢化に伴い、高齢化率、65 歳以上の要介護率、65 歳以上の要介護者のうち認知症の診断がある者

が増加している。それに伴い介護費や医療費等の社会保障費の増大により財政の圧迫が予測されることから、認知症へ

の対策が必要である。 

 きっかけ 
簡単な読み書き計算などの学習を学習サポーターとコミュニケーションを図りながら継続することで、脳が活性化され、高

齢者の認知症予防に効果が上がるという東北大学加齢医学研究所の研究成果に基づき、予防を含めた認知症への「備

え」として取組を促したいと考えた。 

取組の内容 

目的 • 教室参加により高齢者の脳機能を維持し、認知症を予防する。 

• 学習サポーターと学習者間、学習者同士のコミュニケーションにより、世代間交流を深

め、閉じこもりを予防する。 

• 学習サポーターの養成や活動支援を通し、地域での高齢者の見守り体制を構築する。 

概要 • 1 人当たり週 1 回、6 か月間教室に参加。 

• 簡単な読み書き計算などの学習を学習サポーターとコミュニケーションを図りながら継

続することで、脳の活性化を図る。 

• プログラム実施前後の MMSE（認知機能検査）により認知機能の維持、改善の効果測定

を行い、データを蓄積。当該効果の統計的有意を確認。 

利用した統計データ 要介護者データ MMSE（認知機能検査）改善効果測定データ 

体制 既に MMSE（認知機能検査）、FAB（前頭葉機能検査）において、統計的に有意な効果が現

れている、東北大学と公文教育研究会学習療法センターとの共同研究によったプログラム

を導入。同学習療法センターの支援を受けて、学習サポーター養成、事業運営、評価を行

う。 

費用 ・市支出 5,425 千円（委託料等） 
・教材費として毎月 2,000 円を参加者より徴収。 

取組の効果・成果 

 プログラム実施前後の MMSE（認知機能検査）の変化として、440 名の一般高齢者のうち、改善が 47%、維持が 43%。

70 名の軽度認知症のうち、改善が 76%、維持が 11%、全体では、約 90%の方が改善及び維持の結果が得られている。 
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 週 1 回教室に通うことで閉じこもりの予防、うつ予防や運動器の向上が期待される。更に「読み書き」の学習で音読するこ

とから口腔機能の「咀嚼機能」の向上も期待できる。 

 

今後の予定  

 介護予防事業に成果指標（目標）を導入することにより、成果の可視化や事業改善につながる取組が、介護予防・日常生

活支援総合事業の官民連携を進める上で有効であると考える。その結果、高齢者の生活の質の向上、さらには元気な高

齢者が増えることによる社会保障費削減に貢献できる可能性もあることから、今後も教室を継続していく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

同様の東北大学、公文教育研究会学習療法センターと連携した脳の健康教室は、全国約 210 市区町村 約 410 教室が

開講（平成 30 年度）。プログラムが確立されており、他の地方公共団体も実施が可能である。 

担当部署 

新潟県 見附市 健康福祉課 
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❸健康・福祉 「地域共生社会」を実現するためのリハビリテーション人材育成プロジェ

クト（地域リハビリテーション人材育成事業） 滋賀県 

取組の背景 

 課題 
リハビリテーション専門職の視点を行政施策に活かす取組を進めたいが、リハビリテーション専門職自身が行政データ等

の利活用や地域資源の把握に長けていない。 

 きっかけ 
地域共生社会の実現に向けて、県内市町から地域づくりに寄与できるリハビリテーション専門職のニーズが高まりつつあ

る。 

 発案者 
滋賀県立リハビリテーションセンター 

取組の内容 

目的 行政データ等の利活用や地域資源を把握し、地域づくりに寄与できるリハビリテーション専

門職の育成 

概要 自らが勤務している地域の経年的な人口動態や障害者手帳保持者数、高齢化率や生産年

齢人口、介護保険サービス事業所数や公共施設数等の情報収集から、地域課題を抽出し、

リハビリテーション専門職の視点で課題解決に向けた模擬施策を立案する研修を行った。 

利用した統計データ ・地域包括ケア「見える化」システム 
・JAGES HEART 
・RESAS 
・県内各市町健康づくり関連計画 
・介護保険計画 

統計データを活用したこと

によるメリット 

リハビリテーション専門職自らが”地域”を様々な統計データから理解し、県内市町が求める

施策成果を意識した思考、模擬施策の立案を経験することができた。 

経費 研修事業費 約 1,100 千円（年度予算） 

取組の効果・成果 

 上記事業を実施した結果、参加者の 8 割以上が積極的に地域行政事業への参画を希望しており、実際に市町もしくは健

康福祉事務所等の行政事業に参画した人材は研修参加者の半数以上に上った。県内全ての市町および健康福祉事務所

においてリハビリテーション専門職を活用する事業につながった。 
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今後の予定  

 今後も継続して人材育成を進めることと併せて、リハビリテーション専門職が関与したことによる政策評価等を行う。その

上で、行政施策の企画立案・事業実施にさらにリハビリテーション専門職が関与できる体制づくりを進め、すべての県民

があらゆるライフステージで住み慣れた場所で安心して社会参加できる地域共生社会の実現を目指して参りたい。 

 
（写真は研修の様子） 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

人材育成の目的を明確にしたカリキュラムの作成も含めて、医療福祉関連団体および市町・健康福祉事務所等と連携し

ながら進める必要がある。 

担当部署 

滋賀県立リハビリテーションセンター 
 
【参考 URL】 
滋賀県立リハビリテーションセンター「事業初年度の報告書」 
http://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/2024363.pdf 
 

  

http://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/2024363.pdf
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❸健康・福祉 
健康寿命延伸のためのデータ活用事業 

滋賀県 

取組の背景 

日本では、死亡率の低下により、人口の高齢化が急速に進展しており、2035 年には 3 人に 1 人が高齢者になると予測さ

れている。このことより、平均寿命の延伸だけでなく、健康で元気に生活できる期間である健康寿命の延伸が社会的に求

められている。そのため、健康日本 21 では健康寿命の延伸のために、各種統計などの情報に基づき、現状分析を行うと

ともに、健康増進に関する施策の評価を行うこととしている。 
本県においても、平成 13 年 3 月に、壮年期死亡の減少、健康寿命の延伸および生活の質の向上を目的に「健康いきいき

21－健康しが推進プランー」を策定し、県民の健康づくりの推進に取り組んでいる。また、平成 25 年には、生活習慣病対

策の推進と、健康を支え守るための社会環境の改善を進めるため、改定を行い、県民の豊かな生活と健康寿命の延伸を

目指して、これまで取組を進めている。 
本事業は 2017 年度より、データ分析を行うことで、健康寿命の延伸のための施策立案のための知見を探ることを目的と

してスタートした事業である。 

取組の内容 

目的 ◉達成したいこと：個人の行動変容の動機づけとなる指導材料（ツール）を作成する 

健康寿命の延伸のためには、個人の生活習慣が大きく関連することが示唆されている。特に

健康寿命を損なう脳卒中の危険性の高いメタボリックシンドローム該当者（以下、メタボ該

当者）が生活習慣をより良くするためには、個々人への運動や食事内容の改善といった行

動変容を促す動機づけが必要である。行動変容を促す動機づけの一つとして、特定保健指

導があるが、動機づけが困難な事例がしばしば見受けられる。この問題に対して、「健診結

果が他者と比較してどれほど悪いか」の可視化が動機づけに有用である可能性が、指導実

務担当者から寄せられた。そこで、メタボ該当者への保健指導を念頭に、過去の特定健康

診査（以下、健診）結果データを基にした可視化ツールを作成し、動機づけ支援に対する有

用性を検討した。 

概要 ◉統計データをどのように活用したか：過去の健診データを分析・活用し、指導ツールを作成

した 

ツールの作成にあたっては、市町村国保加入者のみならず滋賀県保険者協議会所属の健

康保険に加入している県内在住被保険者で、2017 年度特定健診を受診した 40－74 歳の

男女 218,508 人のデータを用いた。9 つの検査項目（Body mass index (BMI)・腹囲・収縮

期および拡張期血圧・空腹時血糖値・HbA1c・中性脂肪・血中 LDL および HDL コレステ

ロール）について年齢 10 歳刻みごとのヒストグラムを性別ごとに作成するとともに、100 人

当たりの順位を可視化できるツールを作成した（下図）。 
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利用した統計データ 滋賀県保険者協議会所属の健康保険に加入している県内在住被保険者で、2017 年度特

定健診を受診した 40－74 歳の男女 218,508 人の特定健康診査結果データ 

統計データを活用したこと

によるメリット 

従来の健診結果は、基準値との比較のみであったが、本ツールを活用することで、同年代の

人との比較をすることが可能となった。また、分析結果は印刷物として提供できたため、特定

保健指導の現場でも活用することが容易であった。 

体制 結果の解釈や妥当性について、学識経験者、市町の健康づくり担当者、県関係機関で構成

された滋賀県健康寿命の延伸のためのデータ活用プロジェクト会議メンバーで進めた。 

経費 会議の開催費用として約 20 万円であった。 

取組の効果・成果 

 有用性を検討するために、従来の指導材料と併用し、本ツールを用いた特定保健指導の実施を県内市町へ依頼した。実

施日時および実施人数は、2020 年 1 月から 2 月にかけての計 92 人（うち女性 34 人）であった。 

 メタボ該当者に対して本ツールを見て自分の結果と他者の結果を比較できたことで、『驚いた』や『知ってよかった』と回答

した割合は 76.1%であった。また、行動変容を起こそうと思ったかをアンケート調査した結果、全体の 62.5%の人が『思っ

た』と回答した。なかでも、自分の順位や他者と比較した結果を見て『驚いた』や『知ってよかった』と回答した人の中で、行

動変容を起こそうと思った割合は 78.6%であった。このことから、本ツールを見て他者との比較をすることで、驚いたり、

知ってよかった、と『気づき』を得ることが行動変容を起こそうと思う動機づけになると考えられた。 

 一方、従来の指導材料のみで指導した場合の行動変容を起こそうと思う割合については、今回の研究では把握できてい

ない。しかしながら、メタボ該当者で生活習慣改善の意思のある者の割合は、すでに取り組み済みを除くと 47.3%であっ

たことから、少なくとも特定保健指導に本ツールを併用して用いた指導は動機づけに有用であることが考察された。また、

『本ツールを使うことが指導の参考となったか』、を保健師や栄養士といった指導者にアンケートしたところ、本ツールを見

て『驚いた』や『知ってよかった』と回答した人への指導事例の 81.2%で『指導の参考となった』との回答であった。 

 このように、従来の指導材料と併用して本ツールを用いて指導を行うことで、行動変容の動機づけに役立つ効果・成果が

あったと思われる。行動変容の動機づけにつながった結果、実際に行動変容がおこり生活習慣が改善されることで、今後

の健康寿命の延伸のみならず医療費の削減が期待される。 



 
 

令和 2 年度 統計データ利活用事例集 

 
 

- 46 - 

今後の予定  

 今後、動機づけにつながったメタボ該当者が実際に行動変容を起こしたのか、体重や BMI がどの程度下がったのかを検

証していく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

解析・分析手法は BMI、血圧、血糖値など各検査値のヒストグラムを作り、100 人当たりの順位を計算するだけなので容

易と考えられるが、データの入手については、各都道府県の国民健康保険団体連合会に使用許可を取る必要がある。 
また、解析対象者数は各都道府県により異なるが一般的にビッグデータになると考えられるため、統計解析ソフトを用いる

ことが望ましいと考えられる。 

担当部署 

滋賀県 衛生科学センター、滋賀県 健康寿命推進課 
 
【参考 URL】 
滋賀県ホームページ 「健康寿命延伸のためのデータ活用事業」平成 29 年度からの経過情報 
※過去の特定健康診査結果を利用した特定保健指導時に活用できるツールは「令和元年度実績」内にある。 
https://www.pref.shiga.lg.jp/eiseikagaku/toukei/310754/ 
 
  

https://www.pref.shiga.lg.jp/eiseikagaku/toukei/310754/
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❸健康・福祉 
舟屋の里伊根町民の健康的な生活・食習慣の要因分析 

京都府 伊根町 

取組の背景 

 課題 
町民（特に成人）の健康課題が不明確。特定健診や健診結果説明会で得られたデータを活用できていない。 

 きっかけ 
京都府主催のデータ活用人材育成研修会（令和元年度 5 日間実施）に若手職員がチームで参加し、活用できるデータが

手元にたくさんあることに気づいた。 

 発案者 
伊根町 保健福祉課 若手保健師・若手管理栄養士 

取組の内容 

目的 特定健診結果を活用し、住民の健康増進を阻害する要因を明らかにする。 

 

概要 • 国保データベース（KDB)や特定健診結果を用い、京都府や同規模市町村とのデータを

比較し、伊根町の特徴を捉える 

• 捉えた特徴に関連する生活習慣を検討 

 
次に、健診結果と生活習慣との関連を分析 

• 特定健診の検査値と関係が推測される生活習慣項目を調査 

• 調査結果に基づき、生活習慣の有無と異常検査値との関連を検定 

• 健康課題の相関図を作成し、「見える化」を図る 

• 特徴的な健康課題に対するアプローチ方法を検討 

• 具体的には、保健指導用ツールの開発と、若い世代の肥満者や喫煙者に対する健康教

育事業を実施 
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利用した統計データ 特定健診結果、町民の食習慣に関するデータ 

統計データを活用したこと

によるメリット 

既存の特定健診データを活用し、町民の文化や生活背景との関連をより詳細に分析するこ

とで、問題点が明確になり、ターゲットの絞込みや事業展開がスムーズに検討できた。 

経費 0 円 

取組の効果・成果 
上記の分析を実施した結果、以下のような効果が見られた。 

 町民特有の生活習慣を見える化し、アプローチすべきターゲット層が明確になった。 

 生活習慣の点検項目を設定し、関係のある検査値の対比を用いた「振り返り表」や「より健康にすごすための目標設定」を

行うなど保健指導用ツールを開発した。 

 
今後の予定  

 今後は、今回開発した保健指導ツールを健診結果説明会等で活用するとともに、若い世代の肥満者や喫煙者を対象とし

たモデル事業「本気の大人カラダ塾」を開催し、効果測定を行う。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 
分析方法、結果の解釈等について、大学等の専門家の支援体制を整えることが重要。 

担当部署 
京都府 伊根町 保健福祉課  
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❸健康・福祉 「元の生活を取り戻す」 ～訪問指導・短期集中通所サービスを中心とし

た取組～ 大阪府 寝屋川市 

取組の背景 

 課題 
市においては、高齢者が生活機能を改善し、活動量の多い元の生活を取り戻すことを目的とした短期集中通所サービス

を 2017 年度から実施したが、利用対象（いつ、どのように等）が明確化されておらず、初年度は利用者が 6 人のみであっ

たことから利用を促進したかった。 
研究チームにおいては、今後の介護予防の推進に向け、当該サービスに必要な投資、対象高齢者への効果、財政効果の

科学的分析を実施したかった。 

 きっかけ 
2017 年度末、寝屋川市をフィールドに介護予防の実証研究を RCT により実施したいと研究チームから打診があり、

2018 年度に実証事業として協働で実施することとなった。 
日本理学療法士協会の 2018 年度大規模臨床研究を財源に実施。 

 発案者 
(一財)医療経済研究・社会保険福祉協会医療経済研究機構 研究総務部次長  服部真治氏 

取組の内容 

目的 • 短期集中通所サービスの効果を明確にし、利用を促進したい。 

• 当該サービスに必要な投資、対象高齢者への効果、財政効果の科学的分析を実施し、介

護予防に関する政策提言につなげたい。 

概要 • 要支援 1、2 の 65 歳以上の人を対象とし、短期集中通所サービスの利用者がそれ以外

のサービスのみの利用者と比べ、介入終了後 12 週間に介護保険サービスの未利用状

態を継続している率が優れているかを無作為化比較試験で実施。 

• 研究参加に同意された 375 人が 2 つのグループに分かれ、5～8 月に、A グループ 144
人は従来のサービスに加えて短期集中通所サービスを利用、B グループ 173 人は従来

のサービスのみを利用。11 月にどちらのグループでサービス未利用率が高いかを調べ

たところ、A グループは 11.8%、B グループは 0.6%と有意差がみられた。 

• 研究結果に基づき、アセスメントの充実によるサービス利用の適正化、サービス未利用状

態の維持を図るため、リハビリテーション専門職、ケアマネジャーと連携し、以下のような

取組を実施した。 

• 機能改善に向けたサービスの提案等を行うため、リハビリテーション専門職による訪問

指導を実施した。 

• 短期集中通所サービスの利用後に介護保険サービスを終了するに当たり、支援を受け

ずに生活することに不安を抱く人に対し、ケアマネジャーが関わりを継続する訪問モニタ

リングを実施した。 

利用した統計データ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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統計データを活用したこと

によるメリット 

介護予防の効果を把握できたことで、問題点が明確になり、ターゲットの絞込みや事業展開

がスムーズに検討できた。 

経費 実証事業として市が負担したものは通常の介護保険給付に係る費用のみ。 

取組の効果・成果 

上記の実証事業を実施した結果、以下のような効果が見られた。 

 要支援高齢者が心身機能の改善により元の生活を取り戻し、介護保険サービスから卒業できた（2019 年度 77 人が機能

改善により卒業）。 

 2019 年度から市、ケアマネジャー、リハビリテーション専門職等によるチームで協議のための会議を毎月開催し、行政外

部との連携が推進された。 

  

今後の予定  

 今後も継続して短期集中通所サービス等介護予防の取組を実施するとともに、2018 年度の対象者に協力を求め、費用

対効果の継続調査のため、2019 年度、2020 年度時点の評価を実施する。 

 また、介護保険サービスから卒業した高齢者の活動量増加による介護予防推進のため、住民・民間企業と連携した通い

の場の整備等を検討している。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

地域の介護事業者やリハビリテーション専門職等と緊密な連携を取ることが必要。 

担当部署 

大阪府 寝屋川市 福祉部 高齢介護室 
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❸健康・福祉 
淡路市 IoT ヘルスケア事業 データ活用による市民の健康寿命の延伸   

兵庫県 淡路市 

取組の背景 

 課題 
健康情報アナログデータの埋没 
（専門職の保健師が市民の健康事業に関わった記録がすべて紙データとなっており、可視化できず、その記録が日常業務

に活用しきれず健康事業を進めていた） 

 きっかけ 
淡路市地域創生総合戦略で IoT、ICT を活用して地域課題を解決するとして、協定関係のあった㈱ドコモと市共同での

庁内を横断する全業務ヒヤリングを行った結果、最も取り組む意義が高い事業となったため。 

取組の内容 

概要 市民に元気でいつづけてもらえるよう、効果を実感できる業務推進、各種データ活用、連携

による EBPM、PDCA の実施。 
自立した生活を送る期間が長くなるよう、予防事業の個人情報データ化及び KDB データ

活用による施策個人別連携を行った。 

 

利用した統計データ KDB データ、住基・保険システムデータ、予防事業施策データ、市民アンケート 

体制 産官学連携（市、市内看護大、リハビリ専門学校、㈱ドコモ、㈱三菱総合研究所 5 者協定に

よる実施） 

データ連携、分析支援は㈱三菱総合研究所、システム化、データ化については㈱ドコモ支援

で取組中。市民への介入は地元大学、専門学校が協力。 

経費 平成 30 年度 約 980 万（（株）三菱総合研究所総務省実証実験事業受託分） 
令和 1 年度 約 700 万（市単） 
令和 2 年度 約 1,400 万（市単） 
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取組の効果・成果 

 市が過去 10 年間、継続実施していきた予防事業の施策効果検証。 
いきいき 100 歳体操（「いき 100」）参加者、非参加者の KDB による社会保障経費の比較により、体操継続による介護予

防効果が明らかになったため、市民への効果説明時の根拠となり、参加意欲、継続意欲につながった。 

 データを活用した社会保障経費適正化に取り組むことで、事業関係者に効果と目標を明示することできる。データでコネ

クトする組織。横断、一体感醸成にも役立っている。 

 紙情報では見えなかった記録の一覧ができ、事業の介入ポイントの再確認やこれまでの業務フローのあり方の確認など

ができ、業務改善や意欲向上につながった。 

（いきいき 100 歳体操の様子） 

今後の予定  

 「いき 100」ほか、予防施策の効果検証を継続することで事業の見直しと創生、事業管理を KDB データを基にして検証、

継続をしていく。 

 データは数字に過ぎない。平面的。そこに奥行き感を持たせるデータデザインが必要と実感しているため、伝え方にも取り

組む。人の心を揺さぶり”動き”に変えられる素材としていくことが必要。 

 データにストーリーを吹き込み、市民や関係の方々と一緒になって、感動あるデータ事業を推進する。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

【難易度 8 程度】 難易と感じた部分は下記 3 点 
① 組織：横断的であり組織一体的に取り組む必要がある。専門職と事務職の業務の壁を越えたつながり 
② 予算獲得：資金フロー創出（保険者機能強化交付金、保険者努力支援業務交付金の活用、特別会計における PDCA

にデータを活用） 
③ 連携する民間企業の調整 

担当部署 

兵庫県 淡路市 健康福祉部 
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❸健康・福祉 
国保レセプトデータ等を用いた分析業務 

佐賀県 

取組の背景 

 課題 
従前から県内の一部市町において、服薬に課題がある被保険者をレセプトデータから抽出し、本人に対して通知書の発

送や訪問指導が行われていた。しかし、それぞれの市町で抽出方法や対応方法が統一されておらず、市町毎で取組にバ

ラつきがあった。 

 きっかけと発案 
平成 30 年度から県も市町と共同で国民健康保険の運営者となったこと。先行して一部の市町で行われていたが、平成

30 年度から県で統一して行うことになった。 

 発案者 
国民健康保険課職員と、先行実施の市町職員 

取組の内容 

目的 被保険者の適切な服薬による薬害リスクの低減と医療費の適正化 

概要 • 医科と調剤に係るレセプトデータを分析し、重複・多剤・併用禁忌の恐れのある薬の服薬

者を抽出する。 
※重複：同じ薬効の薬を複数の医療機関から処方されている人 
※多剤：多くの種類の薬を処方されている人 
※併用禁忌：併用が禁止されている飲み合わせの薬がある人 

• 抽出した服薬者に対して、服薬内容の見直しに関する通知を発送したり、直接訪問して

服薬指導を行った。また、県内統一の服薬指導マニュアルを作成した。 
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利用した統計データ ・医科レセプトデータ 
・調剤レセプトデータ 

体制 レセプトデータの分析・マニュアルの作成：県 
対象者への通知書の発送・訪問指導：市町 

経費 データ分析等一式：約 3,000 万円 

 

取組の効果・成果 

 通知書の発送後、服薬に課題のある被保険者数が 57.7%減少した。また、1 か月の一人当たりの医科・調剤にかかる医

療費が約 13,000 円減少した（平成 30 年度実績）。 

 

今後の予定  

 今後も、毎年度継続して事業を行う。また、重複や多剤の服薬者だけでなく、ジェネリック医薬品の普及に向けたレセプト

データの分析・通知書の発送を行う。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

県医師会や薬剤師会とは密に連携を取る必要がある。 

担当部署 

佐賀県 健康福祉部 国民健康保険課  
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❸健康・福祉 
レセプトデータを活用した適正服薬推進事業 

佐賀県 佐賀市 

取組の背景 

 課題 
本市では国民健康保険の一人あたりの医療費が年々上昇している中、被保険者の健康状態を改善するとともに、膨らむ

医療費の抑制につなげるため、即効性のある医療費適正化策が求められていた。 

 きっかけ 
医療費の上昇を抑える取組として、兼ねてより生活習慣病の重症化予防に取り組んできたが、これは効果が出るまで時間

を要するものであり、年々上昇する医療費に歯止めをかけるために、より即効性のある取組が必要だと判断した。 
取組を模索する中で、お薬手帳を持たずに複数の医療機関を受診した場合、医療機関同士の情報共有が難しく、同一薬

効の薬の重複処方や、飲み合わせに注意が必要な組み合わせの薬の処方があることに着目し、医療費適正効果が出るま

での時間が短く、効果が大きい適正服薬推進事業として、「該当する被保険者に通知文を送って改善する取組」を九州で

初めて行った。なお、併用禁忌に関する通知としては、全国初の取組であった。 

 発案者 
佐賀市 保健福祉部 保険年金課 

取組の内容 

目的 健康上好ましくない服薬による国保加入者の健康状態の改善及び医療費の適正化を目指

す。 

概要 医科及び調剤のレセプトデータを分析し、複数の医療機関で同一薬効の内服薬が処方され

ている（重複服薬）、飲み合わせの悪い不適切な服用（併用禁忌）等、服薬状況によってはか

かりつけ医が処方を変更する可能性のある者を抽出し、服用薬が適正かどうか医師への相

談を促す通知はがきを送った。 
通知書は、対象者本人が現在服用している薬を理解し、かかりつけ医等へ相談を促す内容

とした。なお通知後のフォローとして、医療機関へ相談するよう電話勧奨を行った。 

利用した統計データ レセプトデータ（医科・調剤） 

統計データを活用したこと

によるメリット 

専門業者が保有する、どのような服薬状況の対象者が相談に行きやすいか、どのような薬

の組み合わせの場合に医師が処方の変更を行うかのデータベースと、本市が保有する対象

者のレセプトデータを掛け合わせることで、効率的に対象者を選定できた。 

体制 膨大なデータを取り扱うため、対象者の抽出から通知の作成、電話勧奨までを専門業者に

委託した。 

経費 平成 29 年度：3,780,000 円   
平成 30 年度：約 2,480,000 円 
令和元年度：1,067,000 円   
令和 2 年度：約 1,501,500 円 
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※平成 29 年度は県内他市町に先行して佐賀市単独事業として行ったが、平成 30 年度以

降は県下一斉事業になったため一部県の予算で実施している。通知資材の作成や分析につ

いては本市独自の形式で行っているため、費用を本市で支払っている。 

取組の効果・成果 

上記の事業を実施した結果、対象者に以下のような効果が得られた。（令和元年度実績） 

※令和元年 9 月に 484 人に通知を発送（平成 31 年 4 月～6 月レセプトを分析） 

※効果測定は、効果測定時点の国保加入者 447 人を対象とする。（令和元年 10 月～12 月レセプトを分析） 

 

今後の予定  

 資材の大きさ等を見直すことで対象者に開封してもらいやすい通知にするほか、対象者の抽出条件をより細かく設定す

ることで、服薬状況に課題がある可能性がより高い方に対して通知を送付する等の工夫をしながら、継続的に取組を続け

ていきたい。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

従来から、三師会（医師会、薬剤師会、歯科医師会）との連携を密にしてきた実績があったので、三師会の理解と協力を得

ることができた。併せて、通知対象者の抽出条件を明確にすることが重要となる。 

担当部署 

佐賀県 佐賀市 保健福祉部 保険年金課 
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❹公共インフラ・まちづくり 
ETC2.0 データを用いた交通安全対策 

東京都 杉並区 

取組の背景 

 課題 
生活道路の安全対策は、事故発生箇所に対策を施すなどの対処療法型の対策を実施していたが、事故を未然に防ぐ予

防対策型が望まれていた。 

 発案者 
杉並区 都市整備部 土木計画課 

取組の内容 

目的 地域の潜在的な危険箇所を把握し、交通安全対策を実施することで事前に事故を防止す

る。 

概要 生活道路の安全性を確保するために、国土交通省東京国道事務所から提供される急ブレー

キ多発箇所の位置や走行速度が把握できる ETC2.0 データを用いて交通状況を分析した。 

 

ETC2.0 データによる分析結果を基に地域住民の方々や区内の所管警察署等と合同点検

を行い、ご意見や要望を踏まえ、車両の走行速度を抑制させる目的のカラー舗装や狭さくな

どの安全対策を立案し、実施した。 
この取組は平成 29 年度から毎年、実施している取組である。 

利用した統計データ ・ETC2.0 データ 
・交通事故データ 

統計データを活用したこと

によるメリット 

地域内を走行する車両の急ブレーキの回数や、走行速度の状況がわかる分析データを用い

ることで、現場状況に応じた効果的な対策が実施できるとともに、対策後のデータ提供を受

けることで効果検証が可能となる。 
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取組の効果・成果 

対策実施後に平均速度が 30 ㎞/h 台から 20 ㎞/h 台に低下する区間がみられた。また、速度 30 ㎞/h 以上で走行する車

両の割合が減少する区間がみられた。 

 

今後の予定  

 今後も通学路点検等と合わせて、ETC2.0 データを活用した交通安全対策を計画的に実施していく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

ETC2.0 のデータは分析された状態で提供されるので、取り入れる難易度は低い。データを有効に活用するためには、所

轄警察署や学校関係者など地域と連携しながら取り組む必要がある。 

担当部署 

東京都 杉並区 都市整備部 土木計画課 
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❹公共インフラ・まちづくり 
課題×課題を手軽に見える化！可視化データ作成アプリの開発 

愛知県 安城市 

取組の背景 

 背景 
本市では、平成 31 年 2 月に第三次安城市都市計画マスタープランを策定し、「市民とともにつくり・つかう協創のまちづく

り」を推進するべく、まちを知るきっかけづくり、しくみづくりを進めている。 

 課題 
本市では「まちづくり＝行政の仕事」という考え方が深く定着し、まちづくりがどこか他人事になっている。こうした考え方を

好転させる、誰もが手軽にまちの課題に気づく、きっかけづくりの創出が必要であった。 

 発案者 
協創のまちづくりを担当する安城市都市計画課職員 

取組の内容 

目的 まちを知りたくなる、興味を持つ機会（きっかけ）をつくること 

概要 安城市では、協創のまちづくりを進めるにあたって、「人材育成」や「シーズ・ニーズの把握」

を進めていく中で、下記 2 点につながる「まちを知る」ツールが必要と考えている。  

• まち歩きに限らず、まちをバーチャル上でも体感できること、また共感を生むことができる

こと。 

• 使えるオープンデータにして、違和感や共感の重ね合わせで、新たな気づきを見つけ出

せること。 

このツールを「まちを知りたくなる、興味を持つ機会の創出」につながる取組と考え、誰もが

使えるフリーソフト「Google Earth」上でまちの課題を見える化する環境を構築することとし

た。本取組は、大きく 4 点である。 

 

① まちを知りたくなる、オープンデータ（まちとまちの課題情報）の作成・提供 

都市計画課で所管する都市計画基礎調査（都市における人口、産業、土地利用、交通など

の現況及び将来の見直しを定期的に把握する基礎データ）を活用し、個人情報が特定され

ない街区（本市では地形地物で区切られた一団の土地）にまとめた 2 種のオープンデータを

作成した。なお、前提として②で作成するアプリと Google Earth で可視化できるデータ形式

で作成。 

1. 都市計画基礎調査を活用し作成した街区データ（街区番号、座標 e-Stat での境界データ

に相当）を作成・ウェブ公開。 

2. 都市計画基礎調査を活用し作成した都市情報データ（街区番号、各種基礎情報 e-Stat
での統計データに相当）を作成・ウェブ公開。 
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② オープンデータの見える化を支援する、可視化支援アプリ「Mieru=Da」の開発・提供 

「まちを知りたくなる、興味を持つ機会の創出（きっかけ）」となる、あらゆるオープンデータの

見える化を支援するアプリとして、下記設計方針のもと、都市計画課担当職員が開発した。

本アプリは、2 種のオープンデータ（txt）から、Google Earth で見える化できる可視化データ

（kml）を作成するものであり、①②については 5 月 1 日に公表済である。 

1. 課題×課題を見える化することにより、自律的な新たな気づきの発掘につなげる。 

2. 課題の掛け合わせは、課題を見える化してみたい個人が行うものとする。 

3. 課題の掛け合わせと可視化データ作成に当たっては、できる限り簡単な操作となるよう

にする。 

4. 可視化データ作成が他自治体データでも作成可能となるよう、国際標準規格に準じた

上、i-都市再生の規格を参考に整理する。 

 

③ e-Stat や国土数値情報での提供データを見える化する、可視化支援機能の開発・提供 

本取組が、本市だけでなく他自治体にも波及するよう、e-Stat や国土数値情報での提供デ

ータを用い「Mieru=Da 対応データの提供」、「Mieru=Da 対応データの作成支援」につい

て、Mieru=Da に新たな機能として実装した。どちらも 5 月 21 日に Mieru=Da に実装・公

開している。 

1. Mieru=Da 対応データの提供（WebMode）の実装 
安城市と他市町を比較して新たな気づきを生むため、本取組が他自治体にも波及するこ

とを目的に実施。国勢調査、経済センサス、将来人口推計など、他自治体の情報が見え

る化できるオープンデータの提供を開始（6 月 25 日時点で 3 種 22 県 733 自治体情報

が参照可能）。本機能は、「Mieru=Da」の WebMode として、5 月 21 日より実装した。 

2. 街区データ、都市情報データ作成機能（KMLtoDB）の実装 
自分だけのオープンデータ作成、都市計画基礎調査を活用した他自治体のオープンデー

タ（街区データ、都市情報データ）作成支援を目的に実施都市計画基礎調査、e-Stat、国
土数値情報等から得られる shp データから、本アプリに対応するオープンデータの作成

機能を提供開始。本機能は、「Mieru=Da」の KMLtoDB コマンドとして、5 月 21 日より

実装した。 

 

④ 見える化を身近に感じる、ガイドブック等の作成・提供 

本取組が広く市民等に活用されるよう、ガイドブックの作成・公表、ＳＮＳ等での発信を実

施。 

1. オープンデータ活用事業としてのガイドブック作成・公表 

2. 子ども向け操作ガイド「こども・もミエル＝ダ」作成・公表 

3. Facebook、Instagram（安城市キョウソウまちづくり）で、見える化の仕方などの動画作成・

公表 

利用した統計データ ・都市計画基礎調査 
・国勢調査 
・経済センサス 
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・犯罪・交通事故情報（安城市作成情報） 
・将来人口推計（国土数値情報データ） 

経費 ①にかかるデータ作成費 約 2,739 千円 

②③にかかる人件費（②③にかかるアプリ開発）約 330 千円 ※作成した担当職員の人件

費相当 

④にかかる人件費 約 50 千円 ※作成した担当職員の人件費相当 

取組の効果・成果 

今年度 5 月に公表したため、数値化できる成果はない。ただし、現時点で下記の波及効果が見られる。 

 市役所内でのデータの見える化に関心をもつ部署が増えた。 
・犯罪情報、交通事故情報など 
・救急搬送に関する情報 

 市ホームページや SNS での発信等による、まちを知るツールとしての認知が進んでいる。 
・民間団体による、まちでの活動結果の見える化 
・市議会やまちかど講座での活用 

今後の予定  

今後も、「まちを知りたくなる、興味を持つ機会（きっかけ）の創出」を進めること、さらにまちでの活動の見える化につなげ

ていくことを念頭に、下記取組を予定する。 

 国際標準規格への完全対応 ※【内容】② 
本取組は、i-都市再生の推進に寄与するものである。 
国際標準規格 cityGML に完全対応した可視化データが作成できる機能の実装を予定。 

 他自治体のオープンデータの充実 ※【内容】③-1 

 色情報や参照情報など自分だけのオープンデータ作成支援※【内容】③-2、④ 
自らの気づきをデータ化し、可視化できるよう、アプリの改良、他アプリとの連携、わかりやすい操作ガイドブックを作成し

ていく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

概要③④のとおり、本市で他市のオープンデータの提供、オープンデータの作成機能、そしてその作業手順（ガイドブック）

を公表しているため、難易度は決して高くない。ただし、都市計画基礎調査を用いてオープンデータを作成する場合は、一

定のルール（秘匿処理、街区設定基準、ID の付与基準）を統一しなければならない。 
※ただし、本ルールについても、オープンデータの作成手順書を作成済（ただし非公表）のため、問合せがあれば参考提供

できる状況としている。 
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担当部署 

愛知県 安城市 都市計画課 
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❹公共インフラ・まちづくり EBPM（証拠に基づく政策立案）モデル研究事業 （滋賀県内水道

事業者の事業広域化検討について） 滋賀県 

取組の背景 

 課題 
ICT（情報通信技術）が進展し、オープンデータ、ビッグデータ等の利活用がビジネスの分野で進む中、行政においてもエ

ビデンス・ベース（統計データ等の客観的な証拠）による政策立案や評価等が求められている。滋賀県統計課では、

EBPM の考え方を基に、施策等の根拠となるデータや情報の充実を図っているところであるが、それらデータをどのよう

に分析し、課題を抽出し、施策として構築していくかといった EBPM の手法を具体的な政策形成のプロセスに組み込むま

でには至っていない状況である。 

 きっかけ 
平成 29 年度に全国初の統計専門学部である滋賀大学データサイエンス学部が新設されたことから、同学部との共同で

庁内の EBPM 推進を図る事業を検討した。本取組の発案は、滋賀県総合企画部統計課。 

取組の内容 

目的 行政が抱える課題について、EBPM の意義や進め方、データ収集・分析の手法等を学びな

がら課題解決を図る。取組の様子や研究成果は EBPM のモデル事例として報告書に取り

まとめて、データ利活用の有用性等を庁内に周知するとともに、そのノウハウ等を共有する

ことで EBPM の推進・定着を目指す。 

概要 市町振興課および生活衛生課（以下「原課」）から提出があったテーマ「滋賀県内水道事業

者の事業広域化検討について」を研究テーマに選定。統計課、原課および滋賀大学データ

サイエンス学部とで研究会を設置し、担当者によるワーキンググループを実施しながら進め

ていった。EBPM の手法については、昨年度については、データ分析に主眼をおいた

PPDAC サイクルを採用したが、今回のテーマについてはデータ分析だけでなく、問題解決

プロセスの習得にも重点を置く必要があったことから、政策立案に適した問題解決プロセス

を模索し、品質管理（QC）の分野から生まれた「QC ストーリー」に着目した。この手法をベ

ースに、より EBPM の手法に適合するよう検討を加えた次の①～⑧のステップ（”EBPM ス

トーリー”）に従って課題解決を目指した。 
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「① 問題を明確にする」…人口減少期における水道事業について 

原課の説明により全国における水道事業者の課題についての共有を図ったあと、本県でも

想定される水道事業者の課題について、メンバー間でブレインストーミングなどを行いなが

ら課題の要因と思われる項目についてロジックツリーを作成し整理を行った。 

 

「② 現状を把握する」…本県の現状と将来の経営状況を把握 

ロジックツリーのうち、経営状況を端的に表す代表的な指標である「収入」および「支出」に

ついて、全国における県内水道事業者（20 事業者）の位置づけや、アセットマネジメントデー

タ（各水道事業者が作成する、長期的視野に立った計画的な資産管理データ）に基づいた将

来予測値の把握を行った。 

 

「③ 目標を設定する」…経営改善に向けた収支状況の見直し 

現状把握により、県内水道事業者は現時点においては全国と同様、収支がほぼ均衡してい

ることが確認できたが、将来的には赤字傾向が進むことが確認できたことから、将来の収支

状況を改善し、黒字を維持するための方策を見つけることを目標に設定した。 

 

「④ データ分析・考察」…収支の要因分析、改善策の検討 

ロジックツリーの各項目について、収入・支出・技術面に分けてそれぞれ分析した。まず、収

入面については 9 割が料金収入であることから人口減少に伴い減少が見込まれた。支出面

については、主に施設更新や耐震化に伴う減価償却費増により増加が見込まれた。また、技

術面では、全国と比較すると県内水道事業者は技術職員の退職期ピークを早く迎えること

が予想され、技術継承が喫緊の課題であると見込まれた。 

 

「⑤ 政策の形成」…広域化シミュレーションパターンの検討 

④での分析により、将来的には収入減が見込まれる一方で、黒字を維持するためには増加

する支出のうち施設更新等に関わる減価償却費の減少が必要であることが分かった。この

ことから、既存施設等の統合（ダウンサイジング）による水道事業の広域化シミュレーション

を、いくつかの事業者について例示的に行うこととし、統合パターンによる違いについても

検討した。 

 

「⑥ 政策の実施」…広域化シミュレーションの実施 

⑤に基づき、複数の試算条件により設定した統合パターン別に広域化シミュレーションを実

施した。 

 
「⑦ 政策の評価」…広域化シミュレーション結果の評価 

どの広域化シミュレーションのパターンにおいても将来的な赤字は避けられないものの、施

設・設備等の統廃合によって、黒字を維持できる期間を延長できることが分かった。また、水

道技術職員の年齢構成は事業者によって異なるが、統合によって構成が改善し、技術継承

が図られることが予想され、数値化されにくいものの、技術面のメリットが見出せた。 
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「⑧ 成果を次の政策へ」…得られた知見の整理、今後の展望 

今回、本事業に取り組んだことで、これまで十分に活用されていなかった県内水道事業者の

基礎情報から気づきを得た（勘や経験等をデータにより検証できた）。 
その過程においては、各データの個性を早期に捉えることの重要性を認識し、事業者によっ

て規格の異なるデータを処理する知識の必要性も実感できた。 
また、例示的な実施であったものの、シミュレーションを行ったことにより、水道事業広域化

の有効性を確認することができた。 
このことにより、今後令和４年度末までに要請されている「水道広域化推進プラン」作成に向

けたフレームワークを作成することができたことから、実際の広域化検討におけるコストメリ

ットの算出に活用したい。 
さらに、収支面以外にも、人的資源の重要性を確認できたことにより、定性的評価事項の定

量化も重要な視点であると認識した。 
これらの得られた知見について、報告書にまとめるとともに、庁内や各水道事業者への共有

を行ったところである。 

利用した統計データ ・「全国水道統計」（厚生労働省） 
・「アセットマネジメントデータ」（県内水道事業者） 
・「国勢調査」（総務省） 
・「将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所） 

経費 モデル研究事業委託費 4,715 千円, その他に要した経費 194 千円 

今後の予定  

 令和 2 年度は、滋賀県の観光施策に関して、観光客の周遊分析を中心に研究事業に取り組んでいる。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

EBPM およびデータ分析に係る専門家・有識者等（大学等）との連携が必要である。 

担当部署 

滋賀県 総合企画部 統計課 分析係 
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❹公共インフラ・まちづくり 
加古川市公用車データ分析 

兵庫県 加古川市 

取組の背景 

 課題 
市では、道路インフラの維持管理や車両事故の多発などの課題を抱えており、道路が劣化している箇所、天候を考慮した

危険な運転が起こりうる箇所の検証が必要であった。 
そこで、本市が保有する公用車などに搭載したセンサーを活用し、走行情報データ等を道路保全業務や都市計画に反映

できる仕組みづくりを目指した。 

 発案者 
加古川市 企画部 情報政策課 

取組の内容 

目的 • 道路が劣化している箇所、天候を考慮した危険な運転が起こりうる箇所の抽出 

• 地図データによる分析結果の可視化 

概要 本市が保有する公用車などに搭載したセンサーによる走行データを活用し、動揺強度スコア

による道路状況把握及び晴天時と雨天時の違いを分析した。 

利用した統計データ 加古川市車両台帳、車両の位置情報・加速度情報、車両状況データ 

体制 情報政策課及び同志社大学 修士学生（1 名）、学士学生（4 名） 

取組の効果・成果 

 動揺強度スコアが高い地点について、Google ストリートビューを用いて 1 点 1 点確認することで道路補修の必要な道が

予測可能となった。 

 雨天時は、晴天時と比較すると危険運転となりうる場所が多く存在することが示唆された。危険運転スコアに基づいた、雨

天時における危険な運転が起こりやすい道の発見へとつながった。 

  

担当部署 

兵庫県 加古川市 企画部 情報政策課  
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❺防災・危機管理 
過去の気象・被害データに基づいた災害規模予測の導入 

宮城県 仙台市 

取組の背景 

 問題 
大雨時、気象庁等から発表される予想雨量や防災情報から、「市内で発生する被害規模や、市が取るべき体制規模」を即

座に予想・判断することは難しく、さらに人によって認識が異なる場合があった。 

 課題 
災害対応部署内の危機意識が統一した状態で災害対応を行うこと。また、過去の被害データに基づき、予測される新たな

災害を認識すること。 

 きっかけ 
過去の災害の被害報のデータは蓄積されているが、災害時に十分に有効活用されていなかった。 

 発案者 
仙台市 危機管理室 防災計画課 主事 齋藤哲彦 

取組の内容 

目的 過去のデータに基づいた災害規模予測の導入で危機意識を共有し、必要十分な体制で新

たな災害の対応に臨むこと。 

概要 まず過去の風水害時の気象情報や被害情報等の統計データを整理し、次に統計処理により

災害発生予測式（モデル）の開発を行った。さらに、モデルに基づいた計算ができるツールを

開発し、その計算結果を災害発生の数日前に部署内に周知して危機意識の共有を図り、災

害対策立案の支援を行う仕組みを確立した。 

 

利用した統計データ 観測雨量、地上天気図、気象警報の発表履歴、 
家屋浸水・道路冠水・土砂災害等の被害件数、避難者数 
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統計データを活用したこと

によるメリット 

予想される雨量などのデータから、災害対応を行う上で知りたい情報（体制指数、被害件数

等）を迅速かつ簡易に得ることができるようなり、過去の災害に基づいた対応ができるよう

になった。 

統計処理手法 機械学習（重回帰分析・ニューラルネットワーク） 

出力 体制指標、 各被害発生確率(件数)、 警報等発表確率 

経費 人件費 10 人日程度 
ツール開発費 0 円（Microsoft Excel の VBA を使用） 

取組の効果・成果 

上記の災害規模予測ツールを導入した結果、以下のような効果や成果が得られた。 

 令和元年台風第 19 号の際は、発災 3 日前に災害規模予測結果を周知し、危機意識の共有により事前の災害対策立案

や早めの災害対応（早期の避難情報発令等）に寄与した。 

 予想雨量や予想天気図から、「想定される体制・災害を思い浮かべる力」が養われつつある。 

 現在では、計算結果の成果物として、わかりやすく示した「災害規模予測レポート」を事前に作成し、効果的な周知に取り

組んでいる。 

 AI(人工知能)の技術を災害規模の予測に応用した先進性が評価され、令和元年度業務改善実績の市長表彰を受賞し

た。 

 



 
 

令和 2 年度 統計データ利活用事例集 

 
 

- 69 - 

今後の予定  

 新年度に異動してきた職員への研修ツールとしての活用を検討中。 

 使用ツールや手法、学習する統計データの改善を検討中。 

 AI による災害発生場所の予測、災害状況の迅速な把握・伝達など、さらなる取組を模索中。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

開発したモデルを使用すれば、学習データを各地域の気象・被害データに変更するだけで比較的容易に転用することが

可能である。重回帰分析やニューラルネットワークを使用する際の注意点を担当者がある程度理解しておく必要がある。

（多重共線性、勾配消失問題等） 

担当部署 

宮城県 仙台市 危機管理室 防災計画課 
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❺防災・危機管理 
長野県内における山岳遭難防止事業 

長野県 

取組の背景 

 課題 
長野県は全国で最も多く遭難が発生しているが、長野県内で遭難している約 8 割が県外居住者であるとともに、多くの

登山者が登山道上にある危険性を認識しておらず、安易な登山が引き起こす遭難が増加傾向にある。 

 きっかけ 
平成 29 年中の遭難者にアンケート調査を実施した結果、63.2％（91 人／144 人中）の者が入山前にインターネットや

SNS で情報を入手していることが判明。全国の登山者に登山道上に潜む危険性を認識してもらうためには、インターネッ

ト等の活用が有効であることを再確認したことによる。 

 発案者 
長野県 警察本部 地域部 山岳安全対策課 

取組の内容 

目的 多くの登山者に登山道上の危険を認識させ、遭難防止を図る。 

概要 • これまで山岳遭難統計上の遭難現場は、「○○岳○○尾根付近」等地名のみであった

が、より遭難地点を明確にするため平成 29 年から緯度経度（GPS 情報）を取得すること

とした。 

• この緯度経度の情報を登録者数（閲覧数）の多い山岳コミュニティサイト「ヤマレコ」（株

式会社ヤマレコが運営）に提供し、登山地図上に遭難発生地点を表記した「山岳遭難マッ

プ」を作成してもらい登山道上の遭難発生地点を可視化した。 

• 山岳遭難マップは、遭難発生地点をクリックすると発生日時、原因、遭難者情報、現場の

画像（救助時撮影した場合のみ）が確認できるとともに、「年」「月」「天気」「原因」別に検

索する機能を有している。 

 
（上画像は、ヤマレコ「山岳遭難マップ」の画面） 
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利用した統計データ 山岳遭難統計 

統計データを活用したこと

によるメリット 

• 「山岳遭難マップ」により、登山道上にどのような遭難が発生しているか確認することで、

登山前に危険性を認識することができる。 

• 県警山岳遭難救助隊員が登山口等で実施する登山者指導でタブレット等を使用し、実

際に登山者に確認させることで、これから登山を行う者に対しても危険性を認識させるこ

とができる。 

経費 なし（株式会社ヤマレコからの協力により経費はない） 

取組の効果・成果 

令和元年 7 月 25 日から運用開始し、以下の効果が見られる。 

 令和元年の山岳遭難の減少 265 件 290 名（前年比-32 件-40 名） 

 本取組は新聞報道のみならず、山岳雑誌にも取り上げられるなど、画期的な取組として注目されている。 

 令和 2 年 5 月 22 日からは山梨県警もデータを提供し運用を開始するなど、他県へも波及している。 

今後の予定  

 今後も継続してデータを提供することにより、登山者への注意喚起は元より、遭難発生分析の資料としても活用する予

定。 

 同データを県警ホームページに掲載し、ヤマレコ以外の山岳関係企業等へも利用を促す予定。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

遭難発生時に確実な緯度経度情報を取得することが必要。 

担当部署 

長野県 警察本部 地域部 山岳安全対策課 
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❺防災・危機管理 通信指令員の救命率向上に向けた取組 ～想定外 CPA の根絶を目指し

て～ 兵庫県 西宮市 

取組の背景 

119 番通報を受信した通信指令員が、通報受信時に CPA（Cardio Pulmonary Arrest：心肺停止）と判断できず、「口頭指

導」を行っていないケース、いわゆる「想定外 CPA」が存在していたことで、救命に及ぼす影響が危惧された。 
※想定外 CPA とは、119 番通報受信時に聴取内容から傷病者（患者）が CPA 状態であることを、通信指令員が認知で

きなかった事案のこと（現場に到着した救急隊員が CPA に気づく）。 
通信指令員が認知していない場合、通信指令員が通報者に対して「口頭指導（心肺蘇生法の実施方法）」を行えず、救命

率向上のための重要因子である「市民による応急手当」の実施率低下を招くことから、「想定外 CPA」を減少させる必要

がある。 

取組の内容 

目的 「想定外 CPA」であった事実を通信指令員に認知させるとともに、CPA であったことを見抜

けなかった理由について、西宮市内で発生した CPA 事案における統計データの分析・検証

を行い、対策を講じることにより、「想定外 CPA」事案を減少させることを目的とする。 

概要 「想定外 CPA」の件数を把握するため、CPA 事案のうち、通信指令員が通報者に対して「口

頭指導」を行っていなかったケースについて、事案終息後に各救急隊から通信指令員へ報

告させることとした。2018 年 1 月 1 日から同年 10 月末日までのデータを取得し、発生した

「想定外 CPA」事案 25 件について、その傾向を明らかにし、通報受信時に CPA と判断で

きなかった理由を把握するため、通報内容や聴取項目を文字に起こして表に分類し（下

図）、キーワードを収集して分析・検証を行った。 
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利用した統計データ 全 CPA 件数、 想定外 CPA 件数 

体制 上記の結果を用いて、通信指令室配属の救急救命士が中心となって検討・研修を実施し、

通報内容の聴取方法、効果的な「口頭指導」方法などについて対策を講じた。 

取組の効果・成果 

 研修実施の前・後で「想定外 CPA」の発生件数・発生率を比較したところ、研修前の 2018 年 1 月 1 日から 2018 年 10
月末日までに西宮市内で発生した CPA 事案 279 件のうち、「想定外 CPA」は 25 件（全 CPA 事案に対する発生率は約

9.0%）であった。対して、研修後の 2018 年 11 月 1 日から 2020 年 5 月末日までの CPA 事案 572 件のうち、「想定外

CPA」は 33 件（全 CPA 事案に対する発生率は約 5.8%）に抑えることができた。（改善率は約 36%） 

 この成果により、必然的に「口頭指導」、「市民による応急手当」の実施率上昇が図られ、ひいては救命率向上の効果が期

待できる。 

今後の予定  

 今後も本取組を継続して分析・検証を積み重ね、「想定外 CPA」の根絶を目指すことで、「市民による応急手当」の実施率

上昇を図り、心肺停止傷病者の社会復帰に向けて、その一翼を担う。 

 また、「通信指令から救命率向上」というスローガンを全国に普及させ、一人でも多くの「助かる命」を救命の連鎖により救

うため、当市における取組内容を全国に発信し続ける。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

本取組を他市で取り入れることは容易と考える。「119 番通報受信から救命率を向上させる」という意識を強く持ち、全国

の消防本部において、是非取り入れていただきたい分野である。 

担当部署 

兵庫県 西宮市 消防局 警防部 指令課 
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❺防災・危機管理 
豪雨災害等における GIS の利活用 

広島県 福山市 

取組の背景 

 課題 
豪雨災害等による浸水被害が発生した際、速やかに被害状況を把握し、効果的な支援を行うのは困難である。 

 きっかけ 
2018 年 7 月に発生した豪雨災害の発生直後は、浸水範囲等の被害状況の把握ができず、対応が後手となることが多く、

床上浸水等の被害の大きい地域から優先的に除菌液を配布することができなかった。 

 発案者 
福山市 保健福祉局 保健部 総務課 田中俊臣 

取組の内容 

目的 GIS を利用し、浸水範囲や浸水の深さ等の情報を可視化した浸水推定段彩図を作成し活用

することで、被災後、迅速に被害状況を把握した効果的な支援を行う。 

概要 国土地理院が公開している基盤地図情報（5m メッシュの数値標高モデルデータや河川・建

物・道路等の基盤地図、国勢調査に基づく 100ｍメッシュ人口）を使用し、次のフローに従っ

て浸水推定段彩図を作成した。 

① 基盤地図の収集（河川・建物・道路等の地図、地区の境界・標高データ） 

② 浸水範囲の確認（インターネット、報道の画像、市民・職員からの情報等） 

③ 浸水高の推定（現場で計測、画像を用いて推定等） 

④ 浸水域標高図の作成（浸水高よりも低い地域を抽出し、深さに応じて着色） 

⑤ 地図の重ね合わせ 
 

この手法を用いて、真備町（倉敷市）周辺の浸水推定段彩図を作成したところ、国土地理院

が作成した浸水推定段彩図とほぼ同じ図を作成することができた。このことから、この手法

を用いることで精度の高い浸水推定段彩図を作成できることが分かった。 

利用した統計データ 国土地理院が公開している基盤地図情報 
（5m メッシュの数値標高モデルデータや河川・建物・道路等の基盤地図、国勢調査に基づく

100ｍメッシュ人口） 

統計データを活用したこと

によるメリット 

① 浸水被害の可視化により、被害の大きい地域から優先的に除菌液を配布することがで

き、健康状態の把握や衛生指導を効果的に行うことができる。 
また、この地図を活用することで、避難所への安全な経路や冠水して通行ができない道

路等の情報を調べることができ、被災後の市民への支援につながることが期待できる。 
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② KML 形式のファイルとして出力し、Google Earth で表示させることで、実際に上

空から見ているような立体的な浸水推定段彩図を作成することができ、被災状況

をより分かりやすく表示させることができる。

 
③ 庁内統合型 GIS に取り込むことで、作成した浸水推定段彩図を庁内各課において

閲覧することができ、各課が保有している情報を追加することで、被災情報を横断

的に情報収集・共有することが可能になる。また、浸水推定段彩図に、国勢調査に

基づく 100m メッシュ人口の情報を重ねることで、災害情報と統計情報を重ねるこ

とができ、浸水範囲に住む住民のおおよその年齢分布を確認することができる。 

経費 0 円（無料の GIS ソフトである Quantum GIS（QGIS）を使用） 

取組の効果・成果 

 豪雨災害等による浸水被害が発生した際、速やかに GIS を用いて浸水推定段彩図を作成し、被害状況の把握や効果的

な支援が可能になった。 

今後の予定  

 今後は、被災後、誰もが迅速に作成できる体制の整備を行っていきたい。 

 また、浸水高の推定方法について検討することで、浸水推定段彩図の精度の向上に努めていきたい。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

基盤地図の収集や QGIS の操作方法が少し難しいことから、慣れるまでに時間を要する。 

担当部署 

広島県 福山市 保健福祉局 保健部 総務課 
  



 
 

令和 2 年度 統計データ利活用事例集 

 
 

- 76 - 

❻住民生活・安全 
セーフコミュニティ推進事業（セーフコミュニティ地域診断） 

福島県 郡山市 

取組の背景 

 課題 
2014 年当時、郡山市には、「東日本大震災からの復興、風評の払拭」、「全国や福島県より多い交通事故、犯罪、自殺等

の防止」、「超高齢社会への対応」といった 3 つの大きな課題があった。 
これらを解決するために、日本国内のセーフコミュニティ推進自治体が取り組んでいるセーフコミュニティ活動が有効な手

法であると判断し、2014 年 11 月 4 日にセーフコミュニティ活動に取り組むことを市長が宣言した。 
ここからセーフコミュニティ活動を開始し、安全・安心なまちづくりに取り組む社会基盤が整ったことにより、2018 年 2 月 2
日にセーフコミュニティ認証センターによる国際認証を取得した。現在は、2023 年の再認証に向け、住民、団体、行政が一

体となって、データに基づくけがや事故の予防活動を継続している。 

取組の内容 

目的 協働とデータによる安全・安心なまちづくりを進める 

概要 けがや事故といった外傷に関して、交通安全、こどもの安全、高齢者の安全、自殺予防、防

犯、防災・環境安全の 6 分野において、郡山市の状況を明らかにするため、国、県と比較で

きる市の統計データを作成し、さらに、統計データでは把握できない部分において市民の意

識調査を実施し、この 2 つを合わせた「地域診断」を 2 年ごとに実施した。 

利用した統計データ ・福島県警察本部・郡山警察署・郡山北警察署「交通白書」 
・郡山警察署・郡山北警察署「地域安全白書」 
・郡山警察署・郡山北警察署「児童相談通告件数」 
・警察庁「警察白書」 
・郡山市保健所「人口動態統計（死因帳票）」 
・総務省消防庁「消防白書」 
・福島県消防保安課「消防防災年報」 
・郡山地方広域消防組合「救急搬送データ」「消防年報」 
・郡山市こども家庭相談センター「相談等の取扱件数推移」 
・厚生労働省「児童相談所における児童虐待相談対応件数」 
・内閣府男女共同参画局「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者からの暴力が関係

する相談件数などの結果について」「センター別包括的支援事業の実施状況」 
・厚生労働省労働基準局・福島労働局・郡山労働基準監督署「労働災害発生状況」 
・郡山市セーフコミュニティ課「セーフコミュニティ市民意識調査」 

地域診断活用のメリット けがや事故といった外傷に関する 6 分野における課題や傾向が明らかになり、6 つの分野

別対策委員会において、重点課題を設定し、その解決に向けた具体的な活動指標、成果指

標を定め、市民協働による継続的なセーフコミュニティ活動を推進することができた。 

経費 地域診断に係る経費 約 2384 千円 
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取組の効果・成果 

 2014 年にスタートしたセーフコミュニティ活動では、2 年ごとの地域診断により、6 分野において活動に関する各種データ

の推移が把握でき、このデータを根拠として、PDCA サイクルでけがや事故の予防活動を市民協働で継続的に取り組む

ことができる国際基準の社会基盤が整った。 

 

今後の予定  

 2023 年のセーフコミュニティ国際認証の再認証取得に向け、隔年で実施している地域診断を今年度も実施し、地区・地

域における活動の推進や事業所との連携を強化していくなど今後も安全・安心なまちづくりを推進する。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

統計データを収集する際に、警察・消防などさまざまな機関と連携をとる必要がある。 

担当部署 

福島県 郡山市 市民部 セーフコミュニティ課 
 
【参考 URL】 
郡山市ホームページ 「セーフコミュニティ」 
https://www.city.koriyama.lg.jp/bosai_bohan_safecommunity/safecommunity/9385.html 
パンフレットダウンロード 
https://www.city.koriyama.lg.jp/bosai_bohan_safecommunity/safecommunity/9382.html 

  

https://www.city.koriyama.lg.jp/bosai_bohan_safecommunity/safecommunity/9385.html
https://www.city.koriyama.lg.jp/bosai_bohan_safecommunity/safecommunity/9382.html
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❻住民生活・安全 
救急車到着時間短縮への取組 

千葉県 柏市 

取組の背景 

救急車の現場到着時間が年々延伸している。「救急件数の増加により到着時間が遅れているため、救急隊を増隊したい」

という担当部局からの提案に対し、下記問題点を発見。 
・件数が増えたら、なぜ到着時間が遅れるのか？ 
 （全国的にも件数は増加。しかし到着時間の全国平均は不変） 
・過去に救急隊を増隊させた際に、到着時間の短縮効果が見られなかった 
⇒単純に増隊しても、到着時間延伸の課題解決にはつながる可能性が低いことから、過去〜現在までのデータ分析を実

施。 

取組の内容 

目的 救急車の現場到着時間の短縮 

概要 入電から現場到着までにかかる時間を行動ごとに分け、過去 8 年間の救急出場データを経

年変化で分析 

利用した統計データ 救急出場データ 

体制 企画部担当者及び消防局担当者 

取組の効果・成果 

 【成果】 
指令センターでの聞き取りを減らし、速やかに出動指令を出す取組を開始したところ、1 週間で 24 秒の短縮。 
⇒分析の結果、入電から出動指令を出すまでの時間が延伸しており、指令センター及び救急隊で同じ内容を聞き取って

いることが判明。 
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 【今後期待される効果】 
管轄エリアへの出動（管内出動）より、管轄エリア外への出動（管外出動）は到着にかかる時間が長く、A 管内においては、

出動件数の多さから管外出動も多いことがわかった。データ分析の結果から、A 管内エリアに 1 隊増隊することで、管外

からの応援出動が減ることにより、1 件あたり 10 秒程度短縮できる可能性があることを発見。 
今後、この A 管内エリアに 1 隊増隊する方向性を決定。さらなる時間短縮を目指す。 

 

今後の予定  

 入電から指令までは、今後も成果を測り経過を注視。 

 救急隊増隊は、出動件数が多い日中の時間帯の増隊を来年度から実施。以降、効果が確認できれば、夜間ともに増隊を

行う。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

増隊計画は消防局で行うものであるが、俯瞰的に検討が可能な部局と共に進めることが望ましい。 

担当部署 

千葉県 柏市 企画部 経営戦略課 
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❻住民生活・安全 
見守りカメラの効果分析 

兵庫県 加古川市 

取組の背景 

 課題 
平成 29 年度より 2 箇年にわたって、市内小学校の通学路や学校周辺を中心に見守りカメラを 1,475 台設置してきた。背

景として、平成 28 年当時の人口 1 千人あたりの刑法犯認知件数は兵庫県の平均を大きく上回っており、刑法犯罪の発

生状況はとても深刻な状況であった。 
見守りカメラの設置後の変化を可視化することで、見守りカメラの設置効果の検証・課題整理を行う必要があったため。 

 発案者 
加古川市 企画部 情報政策課 

取組の内容 

目的 日本一の安全・安心なまちの実現を見据えて平成 29 年度～平成 30 年度に設置した見守り

カメラの犯罪抑止効果を分析 

概要 • 見守りカメラ設置前後による犯罪発生件数の比較分析 
加古川市内、兵庫県内、全国の犯罪発生件数の変化を比較・統計的有意性を検証 

• 見守りカメラの空間的な分布または密度と犯罪発生件数の関係の分析 
市内 1,475 箇所に設置した見守りカメラの設置効果と犯罪減少率の比例関係を分析す

ることでより費用対効果が高い防犯まちづくりのための知見を得る 

 

利用した統計データ 兵庫県警オープンデータ 

体制 情報政策課と委託業者で兵庫県警察が公開したオープンデータのうち、町丁目別窃盗件数

（自転車盗、自動車盗、車上ねらい、部品ねらい、自販機盗、ひったくり）（平成 28 年度～平

成 31 年度）を活用し、分析検討を実施 
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費用 － 

取組の効果・成果 

 加古川市では、見守りカメラ設置前後で市全域において主要な窃盗罪発生件数は約 34%減少と全国及び兵庫県におけ

る窃盗罪発生件数より大きく減少しており、発生件数が多い町丁目で特に効果が大きいことが検証された。 

 

今後の予定  

 市民の皆さんの安全・安心な暮らしを実現するため継続してオープンデータを活用しながら効果検証を行っていく。 

担当部署 

兵庫県 加古川市 企画部 情報政策課 
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❽産業振興 
ベンチャーエコシステム形成 

和歌山県 

取組の背景 

 課題 
開業率が低迷し続けている和歌山県は、2026 年度までに県内開業率 4.2%を全国平均を超える水準まで高めることを長

期総合計画において位置付けている。 
開業率の向上のためには、ベンチャー企業が自律的に誕生し成長していくことができる環境（ベンチャーエコシステム）の

形成が必要だと考えているが、和歌山県においては、メインとなる起業家や第二創業する企業そのものが少ないという課

題がある。 

 発案者 
和歌山県 産業技術政策課 

取組の内容 

目的 起業家や第二創業をしようとする企業は、どういった特徴を有するかを明確化することで、

今後の政策立案への貢献を図る。 

概要 和歌山県における第二創業の課題点をインタビューとテキストマイニングの手法により明ら

かにし、これをもとにアンケート設計を行い、和歌山県の企業に対し、第二創業に関する実

態調査を行うことで、定性的・定量的な観点から和歌山県のベンチャーエコシステムの構築

に必要な要因を抽出する。 

 

利用した統計データ ・厚生労働省「雇用保険事業年報」 

・「和歌山県におけるベンチャーエコシステムの形成に向けて」受託研究報告書 

経費 分析委託  1,973 千円 
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取組の効果・成果 

 起業家等からインタビューした結果をテキストマイニングすることで、第二創業では、自社内にある技術や外部から持ち込

んだ技術を用いて自らビジネスを開拓していこうという傾向が窺がえた。 

 また、インタビューを通じ、起業家には 2 種類あることが分かり、起業家（新規創業）では、事業が軌道に乗るまでの資金

及び経営上の問題が、起業家（移住起業）は、地域社会との連携を重視する傾向が窺がえた。 

 さらに、アンケート結果から、資金調達以前の、ビジネスモデルの検討に対して支援を求めていることが分かった。 

  

上記の結果を踏まえ、今後の創業者支援施策の検討に生かしていく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

県内の起業状況の把握として用いたテキストマイニングは、KH Coder というフリーソフトを活用したため、複雑なプログラ

ミング技術を要しない。よって、他の地方公共団体での取り入れは比較的容易であると考えられる。 

今後の予定  

 上記の結果を踏まえ、今後の創業者支援施策の検討に生かしていく。 

担当部署 

和歌山県 産業技術政策課 
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❽産業振興 
糸島マーケティングモデル推進事業 

福岡県 糸島市 

取組の背景 

糸島市は地域に特化した産業が乏しく生産性が低い。地元に仕事がないことが「若者の域外流出」「移住の障壁」「出生率

の低下」といった様々な問題の原因になっていた。 

取組の内容 

目的 5 人未満の地域零細企業のマーケティング力を高め、生産性を高めること。 

 
概要 e-Stat、RESAS、経済センサス等と市及び自らのアンケート等の結果を組み合わせ、地域の

課題及び政策ターゲットを絞り込んだ。5 人未満の小売業等の生産性が低いこと、福岡市近

隣の自治体では外部に売っている（移輸出入収支プラス）町の方が生産性が高いこと、小

売・製造業など飲食の付加価値額が高く、福岡市内への市場シェアも高いことなどの分析結

果から戦略的な政策立案を行った。 
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取組としては、地場企業から募集した商品を、福岡市内の消費者やバイヤー目線でブラッシ

ュアップし、福岡市内の女子高と連携して、販路開拓や宣伝活動を行った。 
（下記写真は高校生による「もずく収穫体験」） 

 

利用した統計データ e-Stat、RESAS、各種センサス、市統計、自前のアンケートなど 

経費 広告宣伝費 100 万円（うち 50%は地方創生推進交付金を活用） 

取組の効果・成果 

 ふともずく、真鯛だし、博多バリメンなど商品化されたものはすべて売上が伸びた（事業者の意向により金額は非公表）。 

 自主的な活動になり、民間同士でマーケティングの支援業務契約を結び、自主的な活動して事業者が継続して取り組む

など事業者にとって効果が高かったことが表れている。 

今後の予定  

 事業者・高校間の自主的な活動に移行し、市は地域との必要な調整時のみ支援に回っている。 

担当部署 

福岡県 糸島市 企画部 経営戦略課 
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❾観光・国際交流 
集客の大幅アップに向けたデジタルプロモーション 

新潟県 妙高市 

取組の背景 

従来は紙媒体をメインとした観光 PR がメインだったが、平成 26 年度に旅行情報サイトに掲載したところ、宿泊者の予約

数が前年度よりも大幅に上回ったことからインターネットの重要性、デジタルマーケティングの可能性に気付き、観光客の

属性やニーズ等、正確に把握できる GPS による動態調査に興味を抱いた。 

取組の内容 

目的 観光客の性別、年齢、滞在期間、宿泊先、周遊先などのデータを把握し、観光客が求めてい

るものを捉えて観光資源を有効活用するため、調査を実施。 

概要 KDDI が保有する位置情報ビッグデータを活用した観光動態調査レポートの提供を求める

ことで、性別、年齢、滞在期間、宿泊先、周遊先などのデータを把握。位置情報ではわからな

い部分（観光目的、感想等）もスマートフォンによるアンケート調査を実施。その調査結果分

析により、実際に妙高市を訪れる観光客の宿泊などの動態や、興味を抱いている観光資源

と市が提供したいととらえているものとのギャップなどを認識することができた。 

利用した統計データ GPS を活用した動態調査（KDDI 観光動態調査レポート） 

取組の効果・成果 

 統計データの活用により、新たに課題として浮き彫りになった「宿泊を延ばす」への対策として、会員制のキュレーションサ

イトを開設。 

 会員が妙高市の写真を SNS に掲載することに特典を付与することで、「SNS への掲載」→「旅行客が SNS で情報を拡

散」という好循環が生まれ、会員数も宿泊客も増加につながった。 

 また、イベント来訪者へのクーポンキャンペーンを講じることで、観光客を周辺のお店や観光資源にも誘導する仕組みを

考え、滞在期間の長期化につながった。 

今後の予定  

 ホームページの充実 

 動画を使ったプロモーションの展開 

 周辺地域の回り方を提案するコンシェルジュ的な機能の展開 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

マーケティングを的確に行うにあたり、専門人材の雇用や育成を図る必要がある。 
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担当部署 

新潟県 妙高市 観光商工課 商工振興グループ 
 
【参考 URL】 
「自治体通信」での紹介記事 
https://www.jt-tsushin.jp/interview/jt_myoko_colopl/ 
 
「妙高ノート」（現在、データによるマーケティングをしている妙高市観光キュレーションサイト） 
https://www.myoko-note.jp/ 

 

 
  

https://www.jt-tsushin.jp/interview/jt_myoko_colopl/
https://www.myoko-note.jp/
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❾観光・国際交流 
松江市における観光マーケティング 

島根県 松江市 

取組の背景 

 課題 
従来、自治体で実施する観光マーケティングでは、観光地の来客データや観光客へのアンケート等を分析し、施策を立案

してきたが、web 上に存在するオープンデータ、企業や個人などが発信している観光情報、位置情報等を活用した総合的

なマーケティングが困難であった。 

 きっかけ 
共通語彙基盤の整備、IoT、AI 

 発案者 
日本ユニシス株式会社、松江市 

取組の内容 

目的 AI で統合された地域データと IoT 技術を活用した観光マーケティングの確立 

-手間をかけずに、関係者が、定量的に、リアルタイムにマーケティングし Happy に- 

概要 今回構築した松江市の観光マップアプリである「松江歩き NAVI」で観光スポット、店舗等の

地域データを収集し、AI で表記等を統一させた後に、同アプリで地図情報とあわせて情報

提供を行い、観光客にワンストップで情報提供を行う。本アプリでは、利用者の位置情報や

参照した情報を収集することで、観光客の動向把握や施策効果を測定し、得られたデータを

観光マーケティングに活用した。 

 

また、松江歴史館に設置する IoT を活用した「人流解析サービス」(自動で来館者の年代・

性別をリアルタイムで収集解析するサービス)で収集・解析し、松江歴史館のマーケティング

に活用した。 
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結果 観光客がどの地点でどのような情報を収集し、どのように移動するかが時系列的に分析で

き、松江城にいる観光客の行動パターンが把握できたり、松江城に来る観光客を松江城周

辺に回遊させることができた。また、チラシの配置効果なども把握できた。これらのことから、

適切なマーケティングによる施策の実現が可能となった。 
 
松江歴史館では、リアルタイムに入館者数、男女別、年齢別の属性データが収集でき、アン

ケート調査では把握できなかったリアルタイムの属性データが収集できたことで、企画展の

開催状況が常設展、歴史館全体への来館者属性の変化等が把握でき適切なマーケティン

グが可能となった。 
 

 



 
 

令和 2 年度 統計データ利活用事例集 

 
 

- 90 - 

利用した統計データ ・独自に収集したデータ 
・観光動態調査結果 

経費 日本ユニシス株式会社が負担 

取組の効果・成果 

 観光客の動向把握ができ、また歴史館での来館者動向などが分かったことで、通常のマーケティング活動に活用できてい

る。 

 施策評価の方法を確立できた。 

 利用者が求める情報を提供することと、リアルタイム情報を収集する両方を一つのアプリで収集活用できるようになった。 

今後の予定  

 これまではできなかったことを本年度以降実証実験していく予定で、実証実験をとおして誰もが楽してできる、観光マーケ

ティングの確立をしていく予定。具体的には、観光客の行動変化予測、行動データの収集、位置情報付観光消費データの

収集などを取り入れて、今までできなかった観光マーケティングを行っていく予定。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

地域が広がった場合の関係者間の連携が必要。観光客が求める情報をいかに多く提供することができるかが課題にな

る。アプリの利用者数増加が、マーケティングに必要なデータ収集量に影響するため、利用者数を増加させることが課題

の一つとなる。 

担当部署 

島根県 松江市 観光文化課 
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➓情報政策 
i-都市再生の推進 

長野県 茅野市 

取組の背景 

 課題 
当市では、国勢調査をはじめとした多くの統計データを有しているが、計画書への一部抜粋等、使途が限定的であった。 

 きっかけ 
当取組は、平成 31 年 3 月に公表した茅野市立地適正化計画の策定に当たり、統計データ等を地図上で可視化すること

で、計画についての住民の直観的理解を深めることを目的に始まった。 

 発案者 
地域戦略課の発案により、都市計画分野での活用に至った。 

取組の内容 

目的 当取組は、各種統計データを可視化し、掛け合わせることで政策立案、関係者との合意を図

ることに活用することを目的としている。 

概要 統計データの可視化は、Google Earth や国土地理院マップ上に統計データを 3D グラフ等

で表現するもので、庁内外の会議において活用し、事実に基づいた直感的理解に寄与して

いる。 

利用した統計データ ・国勢調査 
・都市計画基礎調査 
・防災ハザードマップ 
・地域公共交通関係データ等 

統計データを活用したこと

によるメリット 

数字の羅列で難解な統計データを 3D グラフ等で可視化することで、分かりやすい住民説

明が可能になった。 

経費 人件費のみ。 

取組の効果・成果 

 用途地域×防災ハザードマップ：立地適正化計画における誘導区域の設定に活用 

 国勢調査×地域公共交通関係データ：バス廃止路線の検討に活用 

 令和 2 年 2 月に実施された i-都市交流会議において、全国の自治体を代表し、北九州市と並び茅野市の取組を発表。 
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今後の予定  

 令和 2 年 4 月に i-都市再生庁内ワーキンググループを発足し、i-都市再生利用推進、統計データの新たな掛け合わせ検

討、統計データを含む情報の可視化を進めている。 

 また、様々な情報を有効に活用し、信頼される行政を展開するために、統計情報等を積極的に利用して、証拠に基づく政

策立案（EBPM）の推進を目指す。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

本取組は、誰でも（一社）都市構造可視化推進機構が運営する Web サイトにセットアップされている地図情報、統計デー

タを容易に活用することができる。ただし、新たに統計データを加える場合、個人情報等について注意が必要。 

担当部署 

長野県 茅野市 都市計画課 
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➓情報政策 港区オープンデータカタログサイト開設及び港区オープンデータアプリコ

ンテストの実施 東京都 港区 

取組の背景 

 きっかけ 
港区は、保有する行政情報をオープンデータ化して平成 28 年度から公開していますが、区民や事業者等によるオープン

データ活用をさらに推進するための取組を、令和元年度に実施しました。 

 発案者 
港区 情報政策課 

取組の内容 

目的 港区が公表しているオープンデータを活用したアプリケーション等を作成・公開していただ

き、区民や事業者等の利便性向上に役立てていただくことを目的とした取組です。 

概要 ① 港区オープンデータアプリコンテスト 

港区が公開している約 370 種類（令和元年 8 月時点）のオープンデータを活用して、区民サ

ービスの向上や災害時などに有用なアプリまたはアプリアイデアに関する提案を区民や事業

者の皆さんから広く募集するコンテストを開催しました。 
募集は令和元年 8 月から 11 月まで行い、3 作品を表彰し、後述の「港区オープンデータカ

タログサイト」で公表しました。 

 

 

② 港区オープンデータカタログサイト 

港区では区政情報をオープンデータとして公開する際に、公開データを主に CSV 形式で公

開しています。 
平成 28 年から港区ホームページ上でデータの公開を開始しましたが、さらなるデータの活
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用促進のため、令和 2 年 3 月に「港区オープンデータカタログサイト

（https://opendata.city.minato.tokyo.jp）」を開設しました。 
 
[ カタログサイトで実現した機能 ] 
・データ内容検索機能 
・CSV データ（国際標準である UTF－8 形式）プレビュー機能 
・港区ホームページに掲載される情報を自動で読み取り、CSV データ化のうえ公開 
・施設情報など、緯度・経度を持つデータを港区の地図上に表示 等 
 
これらの機能を備えたカタログサイトで区政情報の公開を進め、令和 3 年 2 月時点で 414
種類 2,260 ファイルのデータを公開しています。 
また、東京都オープンデータカタログサイトでも全データを公開し、オープンデータの活用を

推進しています。 

 
利用した統計データ 港区オープンデータカタログサイト 

経費 （令和元年度決算額） 
① 港区オープンデータアプリコンテスト 1,800 千円 
② 港区オープンデータカタログサイト構築 9,250 千円 

取組の効果・成果 

 ① 港区オープンデータアプリコンテスト 
アイデア部門 157 作品、アプリ部門 11 作品の計 168 作品と多くの応募があり、港区オープンデータの活用に対する区

民や学生の皆様の関心の高さと、数多くのアイデアで利用されたオープンデータの活用方法の広がりがうかがえます。 

 ② 港区オープンデータカタログサイト 
カタログサイトからは、令和 3 年 1 月の 1 か月間に 9,000 回以上の CSV データがダウンロードされています。 

https://opendata.city.minato.tokyo.jp/
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今後の予定  

 港区オープンデータを活用した事例を広く募集し、港区オープンデータカタログサイトで紹介します。 

 令和 2 年 3 月に公開を開始した港区オープンデータカタログサイトでは、現在 2,260 ファイルを公開していますが、今後

も公開拡大をさらに進めます。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

オープンデータを活用いただくためには常に最新のデータを公開する必要があるので、港区オープンデータカタログサイ

トでは港区ホームページから更新データの自動取得を行うとともに、新型コロナウイルス感染症感染者数など最新データ

については随時手作業で更新するなどの丁寧な対応を心がけています。 

担当部署 

東京都 港区 総務部 情報政策課 ICT 推進担当 
 
【参考 URL】 
港区オープンデータカタログサイト 
https://opendata.city.minato.tokyo.jp 

  

https://opendata.city.minato.tokyo.jp/
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➓情報政策 
統計データベース 

静岡県 長泉町 

取組の背景 

町の統計データが、各部署や媒体に散在していたため、必要な時に探すのでは時間がかかっていた。そのため、統計デー

タを集約し、可視化することで、業務の効率化をはかった。 

取組の内容 

概要 集約した統計データを業務に利用するだけでなく、ホームページで公開することで、広く利

活用を推進した。ホームページでは町の状況を紹介し、近隣自治体とのデータを比較し、さ

らには全国データとも比較して、全国や県内でも誇れる町のデータを PR している。 

利用した統計データ 平成 30 年度市町の指標(静岡県)ほか 

経費 経費はかかっていない。 

取組の効果・成果 

 町の統計データを積極的に発信することで、町民には自らが住む町をより一層好きになり、愛着や誇りをもってほしい、更

には移住定住に繋げたい。 

   

今後の予定  

 毎年、最新データを更新していく予定。 

担当部署 

静岡県 駿東郡 長泉町 行政課 
 
【参考 URL】 
長泉町ホームページ「町の統計データベース」 
https://www.town.nagaizumi.lg.jp/info_town/statistics/6794.html  

https://www.town.nagaizumi.lg.jp/info_town/statistics/6794.html
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➓情報政策 
「地域の基礎データ（統計版とマップ版）」の作成 

兵庫県 神戸市 

取組の背景 

 課題 
神戸市の地域コミュニティは多様な団体から構成されており、それぞれが役割分担と連携を行いながら、さまざまな地域

活動に取り組んでいる。しかし、少子高齢化を背景に地域の課題が多様化・複雑化する中、担い手となる若年層の地域活

動離れや一部の人への負担集中など、住民同士の助け合い（共助）をこれまでと同じレベルで維持していくことが難しくな

ってきている。 

 きっかけ 
このため、神戸市では、2016 年 3 月に「人口減少社会を見据えた総合的・自律的な地域コミュニティの環境づくり」を目的

とした「神戸市地域コミュニティ施策の基本指針」を策定した。この基本指針の中で、地域内の状況を把握し、地域に関す

るデータを分かりやすく提供することで地域内の合意形成を支援し、地域コミュニティの課題診断づくりが掲げられた。し

かし、これまで市や区単位でしか公開していなかった情報を、GIS を活用することで、概ね小学校単位で公開し、住民にも

分かりやすくデータを提供する必要があった。 

 発案者 
神戸市 企画調整局つなぐラボ 

取組の内容 

目的 地域住民にとって身近な小学校区単位で地域情報を集約・公開することで、地域の魅力や

課題を各団体が話し合い、活動を講じる際に活用してもらいたい。 

概要 • 「地域の基礎データ」は、「統計版」と「マップ版」の 2 種類を PDF 形式で整備した。 

• 「統計版」は、国勢調査等のデータを基に、人口、世帯数、高齢化率などの統計データを

概ね小学校区（192 地域）ごとにまとめたものである。小学校区ごとのデータ抽出にあた

っては、より正確なデータを取得できるように国勢調査等の元データを面積按分するな

どして作成した。 

• 「マップ版」は、神戸市都市計画基本図を背景図とし、避難所や病院、バス停など地域の

生活に関わる施設等の位置情報をプロットすることで、地域の実状を知ることができるよ

うにしている。 

• なお、市ホームページにて、概ね小学校区ごとの範囲を shape ファイルで、掲載されてい

る統計データは CSV 形式で公表している。 

• 2018 年 2 月に開催された神戸市自治会連絡協議会主催の自治会研修会では、神戸市

内の約 60 名の自治会長に対し、整備した「地域の基礎データ」の活用方法に関する講

習の実施と、地域活動における GIS の活用事例の紹介などを行った。 

• 2019 年には、住んでいる地域と比較するための区ごとの統計データを作成し、また、そ

れぞれの統計からわかることやこれを踏まえてどのように活動すべきか等「地域の基礎

データ」の活用例を作成した。 

利用した統計データ 国勢調査、経済センサス（総務省統計局）、国土数値情報、神戸の統計 
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経費 当初作成経費 2,787 千円／各区版の作成経費 994 千円／追加項目作成経費 1,595 千円 

取組の効果・成果 

 「地域の基礎データ」を整備・公開したことにより、自治会等の地域団体が住んでいる地域をより客観的に把握することが

でき、地域特有の課題の抽出や新たな活動を実施するための情報提供ができた。 

 
 また、地域に対し、GIS の利便性を説明したことにより、「空き家や空き地の調査・管理に GIS を活用したい」という地域

や、「GIS の操作を学習し、地域の防災マップを作成したい」という地域が出てきている。 

 地域の NPO 法人からも、地域の基礎データの活用を検討するための勉強会を開催してほしいとの声もあり、少しずつ

ではあるが、GIS を取り入れた新たな地域活動が検討されている。 

今後の予定  

 地域等からの意見を参考に統計データの追加を検討している。また、より一層活用していただくため、活用方法の例示な

どを示すなどして地域団体などへの周知を図っていきたい。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

基礎データの各項目のもととなる情報についてはそれぞれの所管課から収集しているため、更新の際に時間と労力がか

かる。また、個人情報につながる可能性のある情報については公開の是非を慎重に検討する必要がある。 

担当部署 

兵庫県 神戸市 企画調整局つなぐラボ 
 
【参考 URL】 
神戸市ホームページ 地域の基礎データ 
https://www.city.kobe.lg.jp/a56164/kurashi/activate/participate/localdata/index.html 

  

https://www.city.kobe.lg.jp/a56164/kurashi/activate/participate/localdata/index.html
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➓情報政策 
AI 等最新技術を活用した共同市民アンケート調査 

兵庫県 加古川市 

取組の背景 

 課題 
従来のアンケートによる市民意識調査には以下の課題があった。 
① 施策の分かりにくさ 

市総合計画での施策名と各施策の違いは市民には分かりづらい。また市独自の名称のため他市と比較できない。 
② 紙による回答の煩雑さ 

紙回答用紙の返送に手間がかかるため忙しい現役世代の回答が少なくなる傾向にある。また紙をパンチする費用が予

算の多くを占め分析に割く費用を圧迫している。 
③ 選択式設問の限界 

選択式設問では市民の自由意見を集めにくい。一方で自由回答欄は分析に工数を要するため増やせない。 
④ 単純なクロス集計止まりの分析 

回帰分析やテキストマイニングといった民間で実施されている分析手法が活用されていない。 

 発案者 
加古川市 企画部 情報政策課、政策企画課 

取組の内容 

目的 市の魅力についての市民の生の声を集め、政策分析をより高度でより客観的なものにする

ため、アンケート分析手法を研究し分析成果を今後の政策立案に活用する。- 

概要 ① 愛知県岡崎市、豊橋市との市民共同アンケートの実施 
設問を 3 市で統一し、施策名も分かりやすい SDGs に基づいた 10 分野名称とし令和 2
年 1 月の同時期に実施 

② Web アンケートによる効率向上 
アンケートサイトの URL を QR コードで印字した案内状を送付し、回答者の利便性を図

った。また希望者には回答用紙を郵送し情報弱者へも配慮。費用対効果と市民サービス

の両立を目指した。 

③ 13 項目の自由回答案 
最新のテキスト分析技法で効率化することを前提に「あなたの考える市の魅力とはなん

ですか？」等 13 項目と豊富な自由回答欄を設定。単語共起ネットワークによる頻出語の

可視化と文クラスタリングによる代表意見の抽出を実施。 

④ 11 段階評価による重回帰分析 
選択式回答は 4 択や 5 択ではなく 0～10 段階評価とし回帰分析の数値として扱いやす

く工夫。またネットプロモータースコアを算出し差異を拡大した分析も実施。 

⑤ AI による高度な分析 
市政 10 分野別の満足度が市政総合満足にどの様な影響を与えているかの回帰分析を
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実施。また、AI による回答者属性まで加味した高度な重回帰分析も実施し、より詳細な

市民意見の傾向を抽出した。 

 

利用した統計データ アンケートデータ 

体制 加古川市企画部政策企画課を中心に、岡崎市、豊橋市、委託業者の四者共同でアンケート

内容を設計。市は市名入り封筒と対象者住所を印字したタックシールのみを用意し、案内状

郵送から Web サイト開設、データ分析および AI 利用を一括で委託業者が実施。分析結果

については三者で分析検討を実施。 

経費 － 

取組の効果・成果 

 市政に対する複数の新たな知見があった。満足度と重要度が最も乖離している市政分野は交通であり、交通は市の魅力

自由回答でも上位であり交通政策の重要性が浮き彫りになった、等 

今後の予定  

 e-Stat などの統計情報も加味した追加の分析や、自由回答欄に対するより高度なテキスト分析など、市民の声を市政に生

かす手法の一層の高度化を図りたいと考えている。 

担当部署 

兵庫県 加古川市 企画部 情報政策課  
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➓情報政策 
新・みやざき統計 BOX の構築 

宮崎県 

取組の背景 

統計データはたくさんあるが、それに気軽に触れる環境がないと感じておりそれを払拭したかった。 
本取組の発案者は、宮崎県総合政策部統計調査課。 

取組の内容 

目的 県民のデータ利活用に関する利便性の向上を図るとともに、県職員に求められる EBPM 能

力の向上に寄与する。 

概要 簡単な操作で大量の統計データを可視化するサイト「新・みやざき統計 BOX」を構築した。 

利用した統計データ SSDS 

取組の効果・成果 

 自治体職員による政策立案のツールとして、生徒の統計学習のツールとして役立つこと等を期待している。 

今後の予定  

 県職員向け、市町村職員向け、学校関係者向けに説明会を行い普及を図る。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

「新・みやざき統計 BOX」は全国自治体に対応したシステムであるため、気軽に利用してほしい。 

担当部署 

宮崎県 総合政策部 統計調査課 
 
【参考 URL】 
みやざき統計 BOX（トップ画面から StatViz「統計データを見る」にアクセスできる） 
https://stat.pref.miyazaki.lg.jp/ 

    
  

https://stat.pref.miyazaki.lg.jp/
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➓情報政策 
基幹システムを活用した政策の検証に有用なデータ抽出の実証実験 

鹿児島県 鹿屋市 

取組の背景 

鹿屋市はこれまで政策立案を進めるに当たり、基本的には住民の意見や庁内での議論を基に、現状の把握や分析を行

い、過去の経験や政策事例を参考にしながら進めていた。このような中、国が「政策立案における EBPM の重要性」に言

及したことがきっかけとなり、データを活用した EBPM の推進を、全庁を挙げて推進する必要があると統計事務を所管す

る情報行政課では感じていた。こうした中、本市の基幹システムを構築している Gcom ホールディングスから、EBPM の

手法・LGWAN-ASP について提案を受け実証実験を行ったもの。 

取組の内容 

概要 住民票情報、住民税情報、健康保険の利用状況などが網羅されている基幹システムから、

個人情報を匿名化した形でデータを抽出し、様々なデータを組み合わせることにより多面的

な分析が可能になった。また、基幹システムの情報であるため、抽出データも常に最新のも

のが得られるようになった。Gcom の処理ツールが基幹システムから自動抽出するため、職

員がデータ抽出や加工処理に時間を要することなく、グラフやヒートマップなど視認性を高

める加工を行いデータを抽出することが可能になった。 

利用した統計データ 住民基本台帳情報、市県民税情報、健康保険情報 等 

経費 Gcom の処理ツールの実証実験であるため、市からの負担は発生していない。 

取組の効果・成果 

 実証実験では、250 以上のデータ抽出を行い、政策立案に有用なデータが得られることが分かった。 

 LGWAN に接続している職員の PC であれば、いつでも最新で有益なデータをブラウザで閲覧できるようになった。 
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今後の予定  

 データを有効活用できるよう、データ分析の職員研修会等を予定。 

 県内で同じ基幹システムを利用している自治体が本市以外に 5 市あるので、共同で EBPM に取組、広域的な政策立案

の際にデータを連携していきたいと考える。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

個人情報の匿名化をどの程度にするか。例えば、住民の年齢分布を町内会単位で抽出し、一つの町内会で 90 歳以上の

住民が 1 人しか得られなかった場合、その人が特定できた場合に本人の年齢が推測されてしまい、個人情報の匿名化に

ならなくなる。このため、このような場合は中学校区単位で抽出するなどの配慮が必要になる。 

担当部署 

鹿児島県 鹿屋市 総務部 情報行政課  
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⓬行政運営 
「アナリーゼふくしま」の刊行 

福島県 

取組の背景 

地域経済の分析と統計資料の高度利用及び還元を行い、行政施策の推進に寄与することを目的に、平成 2 年度より公表

している。 

取組の内容 

目的 経済波及効果などを各種統計分析手法を用いて分析・検証する。 

概要 県内の 1 年間の生産活動や産業間取引の状況を一覧表にとりまとめた「福島県産業連関

表」を用いて分析・検証を行い、その詳細を「アナリーゼふくしま」として取りまとめ、公表して

いる 

利用した統計データ 主に、官公庁公表資料や庁内関係部局の業務データなど 

体制 分析業務は統計課内職員が担当するが、テーマに関係する担当部局等とも連携しながら、

およそ 1 年をかけて分析し、報告書をホームページに掲載している。 

取組の効果・成果 

 令和 2 年 5 月に No.26 を刊行。 

 大規模商業施設開設時や大規模イベント開催時などの経済波及効果の計測・分析などをはじめ、行政施策推進に必要な

統計分析など、これまで 50 件のテーマでの分析を実施してきた。 
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今後の予定  

 今後も経済波及効果の計測だけではなく、データの活用事例や新たな表現手法の紹介など、広範な視点からテーマを選

定にも取り組む。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

経済波及効果の計測は、他でも多くの実績があり、比較的容易に取り組むことができるものの、分析に必要な基礎データ

の取得が課題であり、官公庁をはじめ大学などの研究機関等との連携などの取組も重要となる。 

担当部署 

福島県 企画調整部  情報統計総室 統計課 
 
【参考 URL】 
福島県ホームページ アナリーゼふくしま 
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11045b/17033.html 

 

  

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11045b/17033.html
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⓬行政運営 
職層別にレベル分けされたデータ利活用研修の構築 

茨城県 つくば市 

取組の背景 

 課題 
官民データ活用推進基本法にうたわれたオープンデータ公開への流れや、EBPM を前提とした庁内データの利活用を実

施することを、どのように全庁職員に理解してもらうかということ。（全職員のデータリテラシーを向上させること） 

 きっかけ 
• 2016 年には官民データ活用推進基本法が施行され、官民データの活用に資する各種施策の推進が政府の取組として義務

づけられ、国では EBPM を推進する取組を進めており、データ利活用推進はこれからの行政の必須要件となること。 

• つくば市では、「つくば市情報化推進計画（以下、「計画」という。）」の中で、官民を問わず、様々なデータを共有することで、

つくばに集う全ての人たちによって、それらのデータが活用され、地域課題の解決や市民生活の向上につながるイノベーシ

ョンが次々と生まれる社会を目指すとし、「多様な市民がデータを用いて自ら地域課題を解決できる社会（シビック・データ・

イノベーション）」を目標に掲げていること。 

 発案者 
つくば市 政策イノベーション部 情報政策課 

取組の内容 

目的 全職員にデータリテラシーを身につけさせ、以下の 2 点を実施するとともに、広い視点から、

地域課題解決できる人材を育成できる体制を整えること。 

1. データ利活用を推進する必要があること。 
計画では、各課等で保有しているデータで、可能なデータについては共有化し、庁内利

活用を推進することで業務効率化を図り、それらデータ活用による効果的な政策立案や

行政サービスの向上を図るとあることから、次の取組を実施する。 
・シェアードデータの庁内活用（庁内でのみ共有できるデータの活用のこと） 
・データに基づく政策立案（EBPM） 
・公開可能なデータのオープンデータ化の推進 
（下図）自治体版データスペクトラムの整理図 （出所：つくば市データ利活用研修資料） 

 
2. 10 年後（2030 年）に入庁が想定される GIS 活用人材の受入れ体制の構築 

計画では、持続可能都市を目指し、SDGs のゴールとなる 2030 年までに、「多様な市民

がデータを用いて自ら地域課題を解決できる社会」を目標としている。また、高等学校学
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習指導要領改正により、2022 年から地理総合が必修化されるため、GIS の可視化がで

きる世代が入庁してくる時代が到来する。このため次の取組を実施する。 
・10 年後に全職員が庁内データの利活用に柔軟に応じることができるようにするため、

データリテラシー教育を推進する。 

概要 2018 年度から、データ利活用を確実に推進するため、地方公務員法第 39 条に基づく研修

計画に職層に合わせた必修のデータ利活用研修を組み込み、継続的に研修を実施できる

体制を構築した。ここでいう研修とは、任意で実施する説明会とは異なり、一定の職層にな

ると、必ず参加が求められる人事研修のことであり、強制的な普及が可能となる。この研修

では、表 1 のように、段階的に推進することを考え、第一段階として理解の浸透を目的にデ

ータ利活用の重要性や国の指針等を説明し、第二段階として、データ利活用のためのデー

タへの理解、及び加工ができるようになること等を目的として設定した。 
（表 1 つくば市におけるデータ利活用の考え方（出所：地方公共団体におけるデータの内部利活用に向

けたデータ加工に関する考察） 

 

全職員に同質の理解を促すよりも、職層別に適した理解やスキルを普及する方が現実的で

ある。高度なデータ利活用を実際にハンドリングするのは職員の 1 割程度で十分であると

考え、その他の実務職は利活用ツールを使える、あるいは利活用に適したデータを理解する

ことに主眼を置き、管理職に関しては、データ利活用の重要性や必要性を理解することで、

利活用の動きをバックアップすることが求められる重要な役割となると考え、表 2 のような

研修計画を立てた。 
（表 2 データ利活用研修の対象及びねらい） 

 

利用した統計データ e-Stat 人口（国勢調査）データ、国土数値（学校、医療、公共施設等）つくば市オープンデー

タ、庁内データ など 

統計データを活用したこと

によるメリット 

研修受講者は、e-Stat や国土数値のような統計データを実際に使うことで、業務データと紐

づく相性の良いデータであり、使い勝手の良い（活用しやすい）データであることを認識でき



 
 

令和 2 年度 統計データ利活用事例集 

 
 

- 108 - 

るだけでなく、実際に、業務データと紐づいた統計データを可視化することを体験すること

で、魅力的な業務資料作り（見やすい、分かりやすい、説得力がある資料）ができることをイ

メージすることができた。 

活用したツール GIS、BI ツール、Excel など 

経費 委託料 データ活用研修支援 

取組の効果・成果 

 データ利活用研修受講者数は、2018 年度合計 161 名、2019 年度合計 191 名となっている。 

 今回紹介した、データ利活用研修Ⅱの受講者は、e-Stat や国土数値のような統計データを実際に使うことで、業務データ

と紐づく相性の良いデータであり、使い勝手の良い（活用しやすい）データであることを認識できるだけでなく、実際に業

務データと紐づいた統計データを可視化することを体験することで、魅力的な業務資料作り（見やすい、分かりやすい、説

得力がある資料）ができることをイメージすることができており、この研修で、データ分析と可視化によるデータ利活用のイ

メージが醸成されていることが研修の一番の成果である。 

 データ利活用研修Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ受講者数を合計すると、352 名の職員が受講（2020 年 7 月現在）している。今後、年間約

150 名の職員がデータ利活用研修を受講することで、2030 年には、全ての職員（1,924 名：2019 年度実績）が受講するこ

とを想定して取り組んでいる。 

今後の予定  

 2020 年度も昨年度と同様に職層に合わせたデータ利活用研修実施する予定である。今後は、現職層で受講できない職

員への対応や業務別のカリキュラムを用意することで、職層だけでなく、部署を越えた連携を促進することが期待される。

それぞれの部署でどのようなデータがあるのか、意見交換することでシェアできるようになり、GIS や BI ツールなどでデ

ータの利活用が進むことが期待される。さらに、2030 年までの間で、人的環境の他、データ利活用のためのシステム環境

が整備されることが理想的であり、つくば市データリテラシー教育モデル（仮称）となるように研修の継続とブラッシュアッ

プが必要である。 

 また、市主催の「データを活用したアイデアソン」を特別研修として研修化することで、自治体職員だけでは思いつかない

アイデアを持ち帰り政策立案に活かす循環が生まれる体制を構築していく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

データ可視化に最適な地理空間情報に知見のある企業と研修計画を立てていくことでより実践的な取組となる。 

担当部署 

茨城県 つくば市 政策イノベーション部 情報政策課 
 

【参考 URL】 
つくば市ホームページ「データ利活用研修（職員向け）」

https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/joho/1008026/1008220/1008122.html 
OGIS 活用講座 事例紹介記事「QGIS を活用したデータ利活用研修」 
https://www.aeroasahi.co.jp/qgis/post/2020/01/tsukuba_ws_200115/  

https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/joho/1008026/1008220/1008122.html
https://www.aeroasahi.co.jp/qgis/post/2020/01/tsukuba_ws_200115/
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⓬行政運営 
免税軽油申請交付窓口の混雑緩和の取組 

滋賀県 

取組の背景 

 課題 
当所管内は農業が盛んであり、軽油引取税の農業の用途による課税免除（免税軽油）申請が多い。申請内容が複雑であ

り、来庁してから申請書に記入される方も多く、窓口の受付対応時間が長くなる傾向にある。これに加え、免税軽油は期限

付きの制度であり、3 年ごとに制度延長が繰り返されているが、その度に延長に係る継続申請が集中し、大変大きな事務

負担となっている。これらのことから、業務の分散化や省力化を図る方法を検討していくこととした。 

 発案者 
滋賀県中部県税事務所 免税軽油申請交付事務担当者 

取組の内容 

目的 免税軽油申請者の申請時期の分散および窓口の受付対応時間を短縮し、事務負担の軽減

を図る。 

概要 ① 毎日の申請受付を記録し、データ化した。 

② 税務システムに日々記録される免税証交付内容のデータを活用し、前回の申請内容を

申請書にプレプリントするシステムを作成した。 

利用した統計データ ・免税軽油申請受付データ 

・税務システムデータ（免税務軽油使用者管理情報、免税証交付内容等） 

統計データを活用したこと

によるメリット 

受付状況や受付内容が把握できたことにより、来庁者への対応が的確に行えるようになっ

た。 

体制 これらの取組に関しては、現状の職員で対応。 

経費 データ分析やシステム作成を職員により行ったため、特に経費は必要なかった。 

取組の効果・成果 

 ①の取組について、データを活用することで、申請月ごとの件数を分析し、免税証の有効期限を調整することにより、次回

の申請の分散を図ることができた。 

 また、曜日、天候等による受付件数の傾向を分析することにより、来庁者数を予測し、対応する職員の業務の調整等を図

ることができた。 

 ②の取組について、プレプリントシステムを窓口事務に活用することにより、申請書記入に係る時間の短縮と記入内容の

正確性を確保できた。 
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今後の予定  

 上記取組を引き続き行っていく。また、令和 3 年 3 月 31 日に免税軽油制度の期限を迎えるにあたって、制度延長がされ

た場合は、上記取組を参考に、事務負担の軽減を図っていく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

申請者数や職員の体制により取組方は変わってくると思うが、統計データを活用し、業務の分散化や省力化を図ることは

可能と考える。 

担当部署 

滋賀県中部県税事務所 
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⓬行政運営 
RESAS 等のデータを活用した EBPM 政策形成 

滋賀県 高島市 

取組の背景 

 課題 
第 1 期高島市まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進をしていたが、人口減少が進み厳しい状態であったことから、令和元

年度の第 2 期総合戦略策定にあたり、より効果的な政策を戦略に取り入れる必要がある。 

 きっかけ 
第 2 期高島市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定 

 発案者 
高島市 総合戦略課 

取組の内容 

目的 効果的な政策を取り入れ、第 2 期総合戦略の KPI を達成する。 

概要 《若手職員研修》 

総合戦略課と人事課が連携し、若手職員研修チーム 20 人に約半年間の EBPM 政策形成

研修を実施した。滋賀大学の講師による「RESAS 研修」、近畿経済産業局による「RESAS を

活用した政策提案研修」にて、RESAS やデータ活用について学んだうえで、戦略の目標 4
分野「雇用創出」「人の流れ」「結婚・出産・子育て」「地域づくり」および「AI」の 5 チームに分

けてそれぞれ政策形成を行った。 
 
以下、具体例 2 点 

1. 市内 2 校で高校生アンケートを実施した結果、「地元企業のことをよく知っている」と回答

した生徒ほど、地域への愛着度が高かったことから、高校生が地域の様々な大人や職業

人と関わることで自らのキャリアデザインの参考としたり、地域課題への関わりを促す「地

域連携による高校生キャリアデザイン事業」を第 2 期総合戦略にも引き継いだ。 

2. 市内 2 校で高校生アンケートを実施した結果、将来の進路について参考にするのは、「母

親」（40.3%）次いで「父親」（15.1%）であったことから、生徒だけでなく保護者のための

就職セミナーを実施することとした。 

 
《管理職向け地域経済循環分析研修》 

また、管理職向けに（一財）地域活性化センターを講師に、EBPM 研修として地域経済循環

分析研修を実施したほか、「高島市地域経済循環分析報告書」を作成。 

利用した統計データ RESAS データ 

統計データを活用したこと

によるメリット 

若手職員研修 5 チームは、それぞれの分野にあったデータ（国勢調査、情報通信白書、地域

経済循環分析など）を活用することで、ターゲットや背景を明確化することにより具体的な政

策提案をすることができた。 



 
 

令和 2 年度 統計データ利活用事例集 

 
 

- 112 - 

管理職にあっては高島市の地域経済の状況を知り、強みや弱みを把握したうえで、データを

活用した政策立案（EBPM）を体験することで、総合戦略の策定につながった。 

経費 【令和元年度】 
研修講師等委託料 2,320 千円 
地域経済循環分析データ使用料 108 千円 

取組の効果・成果 

 若手職員研修チームで政策提案した内容は一部予算化された他、第 2 期総合戦略の取組の中に盛り込まれた。 

 また、地方創生☆政策アイデアコンテスト 2019 に応募したところ、2 チームが近畿経済産業局長賞を受賞した。これらの

経験が職員の能力向上につながった。 

今後の予定  

 令和 2 年 3 月に市と滋賀県中小企業診断士協会で「地域経済循環と地方創生の推進に関する協定」を締結し、中小企業

診断士の地域産業分析の視点、中小企業支援における知見を活用しながら、観光協会、商工会、農協、地銀と市の産業

部門の職員で「地域経済循環研究会」を創設。地域の経済状況やデータを読み解きながら、令和 3 年度以降の総合戦略

施策を官民連携で検討している。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

専門的な知識が必要なため、大学や近畿経済産業局など、専門分野の方に講師やアドバイザーに入っていただいた方が

進めやすい。また、EBPM を庁内に浸透させるには、継続的な取組が必要である。 

 
（写真は滋賀大学データサイエンス部教授による RESAS 研修の講義の様子） 

担当部署  

滋賀県 高島市 総合戦略課 
 
【参考 URL】 
高島市ホームページ 「市政の情報」 
http://www.city.takashima.lg.jp/www/contents/1564966113721/index.html 

  

http://www.city.takashima.lg.jp/www/contents/1564966113721/index.html
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⓬行政運営 HACCP に沿った衛生管理計画作成会への参加を促すナッジの効果検

証 岡山県 

取組の背景 

 課題 
HACCP に沿った衛生管理計画作成会への参加者数の増加 

 きっかけ 
令和元年 11 月に県職員 5 名による岡山県版ナッジ・ユニットを発足させ、庁内の事業等へのナッジ活用の支援をしてき

た。 

 発案者 
相談者：備前保健所、発案者：総合政策局 政策推進課 

取組の内容 

目的 ナッジを取り入れた改善策について、既存のエビデンスはあったが、今回のケースに適用し

た場合の効果が不明だったため、一連の EBPM の流れで効果検証を行うこととした。 

概要 

 
 

参加案内を送る事業所 141 社を介入群（メッセージにナッジ要素を盛り込み、ダイレクトメー

ルで送付）と対照群（改善前の参加案内）の 2 群に分け、 
①地区 
②営業小分類 
③営業許可有効期限 
の 3 つの変数を用いた層別ランダム割付をして、ランダム化比較試験を実施し、参加申込者

数の違いを検証した。 
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利用した統計データ 参加案内対象者リストと参加申し込みの有無 

体制 EBPM 推進アドバイザー（外部専門家）から助言を受けつつ、効果検証デザインの設計と効

果分析はナッジ・ユニットが行った。備前保健所は改善策の実施とデータ測定を担当した。 

経費 介入方法の実施コスト増は 1 通約 30 円であった。 

取組の効果・成果 

 介入群と対照群を比較したところ、15.1%ポイントの参加率の改善があった。（介入群 36.2%、対照群 21.1%） 

 また、層別ランダム割付に用いた地区、営業小分類、営業許可有効期限年の影響を排除した介入の効果を検証するた

め、影響を排除する項目のダミー変数を説明変数に加え、重回帰分析を行ったところ、介入により 15.2%ポイントの参加

率の改善効果があることがわかった。（統計的に有意） 

 現在は改善後の形式で参加案内を送付しており、従前より参加数が増えている効果が現れている。 

    

今後の予定  

 庁内各課の施策・事業等へのナッジ活用の相談は増えてきており、今後も他の取組に展開ができるものについては、積極

的に効果検証を提案し、実施していく予定である。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

効果検証を省力化して行うためには、改善策を実施する前から関わってうまく比較対象を作ることが重要。 

担当部署  

岡山県 総合政策局 政策推進課 
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⓬行政運営 
統計分析講習会  

広島県 

取組の背景 

 課題 
施策や事業の方向性を検討する際に、十分に統計データが活用されていなかった。  

 きっかけ 
データサイエンスの進展や EBPM の推進により庁内で統計に対する重要性や認識が高まるにつれ、幅広い分野の職員

に統計や分析に対する理解や知識を深めてもらう必要があった。 

 発案者 
広島県 総務局 統計課 

取組の内容 

目的 幅広い分野の職員に統計や分析に対する理解を深めてもらい、施策や事業を企画する際に

統計データが活用されるとともに、アンケート調査や統計分析が取り入れられ、正しい方法

で実施されるようになる。 

概要 

 
 

過去に職員からの相談が多かったテーマを選び、統計課職員が講師となって庁内職員向け

に講習会を開催した。（令和元年度は 2 回開催） 

（講習内容） 

①「e-Stat」の「類似地域検索」機能を活用した市町村別データ分析方法の説明 

②公的統計のデータを利用した、県内産業の特徴の把握と分析事例の報告 

③アンケート調査のサンプルサイズ決定の考え方の説明 

④「jSTAT MAP」を活用した、統計地図の作成方法の説明 

⑤Excel を用いた回帰分析の実施方法の説明 

 

講習会は 2 回とも満席となり、出席者のアンケートからも、「実際に業務の中で取り入れた

い」、「是非また講習会を開催してほしい」等の声が寄せられた。（出席者数 第 1 回：30 名 

第 2 回：33 名） 

利用した統計データ e-Stat、 jSTAT MAP、 経済センサス、 工業統計 等 

取組の効果・成果 

 分析内容を関係課に紹介し、分析結果をもとに関係局と今後の事業についてディスカッションを行い、県の次期総合計画

（今年度策定予定）の検討に活用された。 
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 様々な分野の事業でアンケート調査や統計分析が実施されるようになり、統計課へ調査・分析に関する相談が増加し、庁

内の統計に対する理解が深まってきている。 

 出席者のアンケートから新たなニーズの把握につながり、次回講習会のテーマを決める際の参考になった。 

 統計課職員が説明資料を作成し、講師をすることで、自らの理解が深まった。 

 今後、幅広い分野で、施策や事業を企画する際に統計データが活用されるとともに、アンケート調査や統計分析が取り入

れられるようになることが期待される。 

 
 

今後の予定  

 より一層、職員の統計に対する理解を深めていくために、今後も、毎年度 2 回程度を目安に講習会を開催し、公的統計を

活用した分析事例や統計分析手法等を取り扱う。また、分析結果をもとに関係課とディスカッションを行い、施策や事業

の検討に活用してもらう。 

担当部署  

広島県 総務局 統計課 分析グループ 
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⓬行政運営 
徳島県の EBPM 推進体制の構築 

徳島県 

取組の背景 

 課題 
統計データ課では、長年、統計データ分析に取り組んできたが、本課で行ったデータ分析結果が政策立案に結びつかな

いことが課題であった。 

 きっかけ 
こうした中で、人口減少が国を挙げての重要な政策課題となりデータ分析の必要性が認識されてきたと同時に、全国的に

EBPM の取組が積極化してきたことから、統計データ課として、改めてエビデンスとは何かということを検討し、エビデン

スを生み出しこれを政策立案に活用するための仕組み、EBPM 推進体制を構築することとした。 

 発案者 
徳島県 政策創造部 統計データ課 

取組の内容 

目的 エビデンスを創出するとともに、創出されたエビデンスを政策立案に活用する仕組みを構築

すること。 

概要 エビデンスを創出する体制として県内大学研究者や民間事業者、本課職員で構成する「とく

しま EBPM 研究会」を設置し、本県の重要な政策課題に関してデータ分析などによってエ

ビデンスを生み出し、実証分析の実績が豊富な大学研究者で構成する「とくしま EBPM 評

価会議」でエビデンスの信頼性を評価する。信頼できると評価されたエビデンスを政策立案

に活用するために、本県の政策立案の要となる政策調査幹(*)会議に報告するとともに知事

に報告する。 
(*)政策調査幹…各部局の政策調整業務を担当する課長級職員 
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取組の効果・成果 

 統計データ課が創出したエビデンスが県議会で議論されたことなどを通じて、県職員や県議会議員の間で政策を議論す

る上でのエビデンスの重要性が認識されるとともに、EBPM の取組に関心が向いたこと。 

 本課の職員自身が自ら統計データ分析を行うきっかけとなり、統計データ分析能力向上の端緒となったこと。 

今後の予定  

 引き続き重要な政策課題について、とくしま EBPM 研究会でエビデンスを創出し、とくしま EBPM 評価会議で信頼性を

評価、信頼性ありという評価を受けたエビデンスを政策調査幹会議、知事に報告するというサイクルを回していく。 

 加えて、エビデンスの信頼性について、政策立案者にとってより説得的なもの、わかりやすいものとするために、「とくしま

EBPM 評価会議」において、エビデンスを生み出した分析手法の適切性やエビデンスの信頼性に関する評価の視点ある

いは基準を確立する。 

担当部署  

徳島県 政策創造部 統計データ課 
 




